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私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。

企業理念

ビジョン

行動指針

私たちは“みんなと暮らすマチ”を幸せにします。

実行一流企業へ。
全員でお客さまのニーズと変化を考えぬき、スピードをもって実行し、
マチの暮らしにとって、なくてはならない存在になります。

1. お客さま、マチ、お店を起点に考えます。
2. 基本を徹底し、革新に挑戦します。
3. 仮説、実行、検証の質とスピードを高めます。
4. 規律のもとで自律し、チームでやりぬきます。
5. 自己の成長を求め、仲間の成長を支えます。

ローソンのコミュニケーション媒体

ウェブサイト　冊子で紹介しきれなかった情報やデータを掲載しています。

統合報告書 財務セクション
マチと共に生きる

取り組み報告
マチに根ざしたローソ
ングループの事業活
動と、将来への持続的
成長ストーリーを紹介
しています。

当該年度の業界動向
や経営施策、財務状況
について報告していま
す。業績の評価と分析
を行うとともに、次年
度の見通し
についても
言及してい
ます。

マチの社会・環境課題に取り
組む活動を、理解しやすいよ
うにできるだけ平易な言葉を
使用して紹介しています。
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これがローソングループの企業理念です。
私たちは、マチにあるいろいろな問題を解決し、
お客さまからのさまざまなご要望やニーズにお応えすることで、
マチに暮らす人々をつなぎ、一人ひとりに笑顔が浮かぶマチづくりを目指しています。

ローソングループ環境方針

私たちローソングループは、
豊かな地球の恵みを次世代へ引き継ぐため、
常に環境に配慮した事業活動を行うとともに、
地域社会との共生と持続可能な発展に向けて
積極的に行動します。

2015年9月、国連本部で開催された「持続可能な開発サミット」にて、「持続可能な
開発目標（SDGs）」が193の加盟国による全会一致で採択。2030年までに地球規
模で解決すべき17の目標と169のターゲットが掲げられました。ローソングループ
も、経済、社会、環境、人権、ガバナンスなどの分野で積極的に取り組んでいます。

基本理念
1 低炭素社会の構築に向けて

地球温暖化防止に向けて、事業活動における省エネル
ギー、省資源、廃棄物の削減に取り組みます。

2 商品・サービスなどの開発における配慮
原材料の調達から販売、廃棄までのすべての段階におい
て、自然環境や地域社会への影響を十分に配慮します。

3 社会貢献活動への積極的な参画
地域社会の一員として緑化・美化活動に取り組むなど、社
会貢献活動への積極的な参画を進めます。

4 継続的な改善の実施
環境マネジメントシステムを活用し、目的・目標を定め、継
続的な改善により環境保全に努めます。

5 法令等の順守
環境保全活動に関連する諸法規及び自ら定めたルールを
順守します。

6 コミュニケーションの推進
教育の推進により環境保全に対する意識の向上を図ると
ともに、ステークホルダーとのコミュニケーションを推進
します。
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東日本大震災により、就学が困難になった学生さんたちを
支援するための奨学金プログラムが「夢を応援基金（東日本大震災奨学金制度）」です。
奨学金を受けて夢に向けてがんばっている学生さんの声と、
ローソングループの想いを紹介します。

村瀬 ローソングループは、東日本大震災の
復興には若い力が必要であり、若者に夢をあ
きらめさせてはいけないという想いで、この
基金を2011年4月14日に創設しました。若い
夢を大切に育みたいということです。
田畑 3月11日は中学校卒業式の前日でした。
自宅兼母親が経営する美容室が流出してし
まい、経済的な理由から進学に悩んでいたと
きに、「夢を応援基金」を知って応募し、希望
の高校へ進学することができました。
村瀬 そうですか。田畑さんのお役に立てて
よかったです。「夢を応援基金」では、代金の
一部を寄付する寄付つき商品も開発してい
ます。宮城県農業高等学校の生徒さんと開発
した「宮農パン」は、お客さま、お取引先、FC
加盟店、そして社員などが一体となり、マチ
と基金を盛り上げました。高校生たちの「マ
チを元気にする」という
想いが、一つの商品を通
じて皆さんに伝えられ
ることを実感しました。
田畑 私は高校生のとき、
ローソンも支援している

「TOMODACHIイニシ

アチブ」のプログラムでアメリカにホームス
テイをしました。そのときに「もっと世界を
知りたい」と思い、日本大学国際関係学部へ
の進学を希望しました。
村瀬 奨学生の皆さんからは、感謝とともに、
これからはマチに恩返ししたいという声を
いただいています。若い力がマチを復興さ
せるという、創設当初の想いは間違ってい
なかったと感無量です。
田畑 私も夢を見つけることができました。
将来は、南三陸町の子どもたちに国際交流
の機会を増やして、英語の楽しさや学校で
は教わることができない学びを教えて、魅
力ある南三陸町にしたいと思っています。
村瀬 東北地方が完全に復興を果たすまで、
それぞれのマチへの支援を継続することが
重要です。新しいメンバーがしっかり引き
継ぎ、FC加盟店オーナーとともに前を向い
て取り組んでいきたいと思います。

子どもの未来への一歩をサポートする

夢を応援基金（東日本大震災奨学金制度）

浪江町「まち・なみ・まるしぇ」に店舗をオープン
東日本大震災の被災地である福島県浪江町は、2017年3月の町民帰還開始
を目指し、2016年10月28日に仮設商店街「まち・なみ・まるしぇ」を開設し
ました。2014年に浪江町内で小売店舗として初めて営業を再開したローソ
ンも「まち・なみ・まるしぇ」内に店舗をオープンし、マチのインフラとして、
日々の暮らしに不可欠な商品と安心を届けています。

「夢を応援基金」が、夢に踏み出す
私の背中を押してくれました。

田畑 祐梨さん
夢を応援基金

（東日本大震災奨学金制度） 奨学生
宮城県南三陸町出身
日本大学 国際関係学部 ４年生

ローソン 理事執行役員
事業サポート本部長

村瀬 達也
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私たち国土緑化推進機構は、全国植樹祭・全国育樹祭・全国
緑化キャンペーン・緑と水の森林ファンド・緑の少年団の
育成など、森林を中心とした環境事業に取り組んでいます。
ローソンに支援いただいている「緑の募金」では、多くの国民
や企業、団体の皆さんから善意の寄付金を集めて国内外の森
林づくりを支援しています。
募金は、一人ひとりの善意の積み重ねです。善意が集まって
大きな力になり、健全な森林の育成へとつながります。募金
箱が全国13,000店舗にあることで、個人が思い立ったとき
にいつでも募金ができるということは、マチに「人」と「緑の
募金」の接点があると言えます。私たちにとって、それはと
てもうれしいことです。
また、「ローソン緑の募金」では毎年60校の小・中学校などに
対して、植樹や木々の手入れ、ビオトープ設置など、学校緑
化を実施しています。この学校緑化をはじめとして、FC加盟
店オーナーや社員の方たちが森林整備活動に参加してくれ
ることもありがたいと思っています。実際に森に入って理解
を深めることは非常に意義のあることです。今後は、募金箱
にチャリンとお金を入れるように手軽なキャッシュレス募
金の仕組みを一緒に考えていきたいですね。

ローソングループは“緑”と“子どもたち”への支援のために、
「ローソン緑の募金」、「夢を応援基金（東日本大震災奨学金制度）」、
「夢を応援基金（ひとり親家庭支援奨学金制度）」、「TOMODACHI募金」を４本柱に
「ローソングループ“マチの幸せ”募金」を実施しています。

募金累計総額

約86億円
（1992年9月〜2017年2月末日まで）
上記金額には、“マチの幸せ”募金に加
えて本部寄付金やLoppi（ロッピー）募
金、ポイント募金、災害義援金募金な
どが含まれています。

店頭募金箱での募金活
動のほか、マルチメディ
ア情報端末「Loppi(ロッ
ピー)」や、Pontaポイン
ト及びdポイントによる
ポイント募金も実施し
ています。

ローソン緑の募金
寄付先：公益社団法人 

国土緑化推進機構
地球に生きるすべての生き物に
とってかけがえのない財産であ
る森林を、将来に残すための活動
を推進しています。ローソング
ループは本募金を通じて、全国の
小学校・中学校や特別支援学校を
中心とした学校緑化活動と、ボラ
ンティア団体が実施する各地の
緑化事業などを支援しています。

夢を応援基金
（東日本大震災奨学金制度）
寄付先：公益社団法人 

Civic Force（シビックフォース）

夢を応援基金
（ひとり親家庭支援奨学金制度）
寄付先：一般財団法人 全国母子寡婦福祉団体協議会

東日本大震災で被災した学生さんたちを支援する
奨学金(返還不要)プログラム。最長7年間、月額3万
円の奨学金支給のほか、講演会やライブ、実践型教
育プログラムなど、さまざまな活動を通して、社会
に飛び立つまでをサポートしています。

ひとり親（母子等）家庭の子どもたちが「進学したい」という夢をあ
きらめずにすむように創設した、就学支援を目的とした奨学金プロ
グラムです。日本全国47都道府県にお住まいの、中学校3年生の生
徒さんと高等学校、高等専門学校、専修学校高等課程、特別支援学校

（高等部）1〜3年生の生徒さん合計400名を対象に、最長4年間、月
額3万円（返還不要）の奨学金を支給します。

TOMODACHI募金
寄付先：公益財団法人 

米日カウンシルージャパン
東日本大震災の復興支援から生まれ、教育や文化交
流などのプログラムを通して次世代のリーダーの育
成を目指す官民パートナーシップが「TOMODACHI
イニシアチブ」です。ローソングループは本プログラ
ムの趣旨に賛同し支援を続けています。

次世代の豊かな暮らしを応援する

“マチの幸せ”募金

募金総額
18億9,000万円

（2017年2月末日現在）

夢を応援基金
（東日本大震災奨学金制度）

開始

2011

募金総額
9,000万円

（2017年2月末日現在）

2017年7月1日より
店頭募金の受付開始

TOMODACHI募金
開始

2013
夢を応援基金

（ひとり親家庭支援奨学金制度）
開始

2017

募金総額
39億1,000万円

（2017年2月末日現在）

ローソン緑の募金
（右ページ参照）

開始

1992

一人ひとりの募金の積み重ねが、
健全な森につながります。

公益社団法人 国土緑化推進機構 常務理事
青木 正篤 さん

国土緑化推進機構の詳しい活動内容は
→http://www.green.or.jp/
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子育て家族を応援するHAPPY LAWSON
子育て中のご家族を応援することを目指してつくられた店舗が「ハッピー
ローソン」です。店舗には、ベビーカーでも通りやすい広めの通路や多目的ト
イレ・授乳室を設けているほか、子育て家族はもちろん公園を観光するお客
さままで、すべての世代が安心して集える休憩スペースも用意しています。

ローソングループでは、仕事を通して子どもたちが社会の仕組みを学び、
健やかに育つ環境をつくるお手伝いとして、
京都市と仙台市の体験型学習施設「スチューデントシティ」に、体験店舗を開設しています。
※ 「スチューデントシティ」は、公益社団法人ジュニア・アチーブメント日本（世界最大の経済教育団体である
　 ジュニア・アチーブメントの日本本部）の登録商標です。

子どもへの学習支援

たくさんの夢が広がる
スチューデントシティ※

スチューデントシティは、子どもた
ちが授業の一環で体験を通じて社会
と自分との関わり、経済の仕組み、お
金とは何か、仕事とは何かなどの社
会的自立力を育む教育プログラムで
す。子どもたちは店員としてレジ操
作や接客対応、売上集計業務などを
体験します。

スチューデ ントシティの詳しい活
動 内 容は→http://www.ja-japan.
org/education/student-city.html

京都市スチューデ ントシティは、
2007年1月にオープンし、11年目
を迎えました。これまでに10万人以
上の児童が学んでいます。詳しい活
動 内 容 は →http://www.edu.city.
kyoto.jp/scfp/

HAPPY LAWSON山下公園店
（神奈川県横浜市）

京都市のスチューデントシティでは、施設（京都まなびの街
生き方探究館）の中に銀行・商店・新聞社・区役所などから
なるマチを再現し、職業体験を通じて子どもたちは社会の仕
組みや経済の働きを理解しながら、「自ら考える」、「話し合
う」、「意思決定する」、「協力する」などの「生きる力」を育ん
でいます。
スチューデントシティは、本物に近いマチを再現していま
す。「ほんまもん」を通して子どもたちに社会とのつながりを
実感してほしいからです。スチューデントシティのローソン
の店舗に並んでいる商品も、中身の入った実際の商品を陳列
していただいています。子どもたちは、近所のローソンで実
際に買い物をしたことがあり、社会の仕組みやお金の流れを
学ぶ際も実感が伴うため、理解しやすいようです。子どもた
ちに身近なローソンならではのメリットだと思います。
スチューデントシティで学習した子どもたちは、目に見えて
変化します。ある校長先生の話ですが、学習後に子どもたち
が「仕事をするには勉強しないといけない。明日からもっと勉
強をがんばる」と言ったそうです。学校で毎日学んでいるこ
とが将来につながることに気づいてくれたことは大きな喜び
です。今後は、企業とボランティアの皆さんとさらに深く連
携し、ご支援をいただきながら、一校一校の実情に応じたス
チューデントシティを提供していければと考えています。

職業体験の真の目的は、
子どもたちの「生きる力」の
育成です。 京都市教育委員会 指導主事

葉山 みどり 先生
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ローソングループでは、大規模な災害に備えることはもちろん、
災害が発生したときにはマチのライフラインとしての役割を果たすために、
迅速に各種災害対策を講じて店舗の営業継続を目指します。
また、被災者への支援として、被災地へ食料や日用品などの救援物資を提供しています。

2016年4月の熊本地震は、熊本県や大分県などに甚大な被害をもたらしました。ローソングループは
地震発生直後に災害対策本部を立ち上げ、FC加盟店オーナー・クルー・本部社員などの安否確認を実
施しました。また、店舗の営業継続と被災店舗の早期営業再開のため、全国の本部社員などを緊急応
援隊として店舗に派遣し、配送に関しては被災していない配送センターから
の代替配送及び不足したトラックとドライバーの派遣を実施しました。
さらに熊本県及び熊本市の災害対策本部の要請を受けて、水や食料品などの
救援物資を提供しました。また、全国のローソングループの店頭募金箱とマル
チメディア情報端末「Loppi（ロッピー）」、Pontaポイント及びdポイントによ
る募金の受付を実施し、お客さまからお寄せいただいた義援金は総額で約3億
1,200万円(2017年7月末日現在)となりました。

熊本地震での災害対策

緊急応援隊

熊本地震で設置したプレハブ仕様
のコミュニティスペース

ローソングループでは、大規模な災害が起きた場合、人命の安全確保を前提に、できる限り店舗を
営業してお客さまに商品・サービスを提供し続けることを目指しています。そのため、大規模災害
が起きたときにどのような行動をとるべきかを具体的に示した「災害対策マニュアル」を策定し、
定期的に防災訓練を実施し、災害対策を確認しています。
大規模な災害が起きたときには、災害対策本部を迅速に立ち
上げ、災害状況をリアルタイムで確認しながら対応できる

「災害情報地図システム」などを活用して、安否確認、被害状
況の把握、店舗や製造工場・配送センターなどへの支援を実
施します。また、「災害時物資供給協定」や「帰宅困難者支援協
定」を全国の自治体や一部の公共機関と締結しており、自治
体と連携して避難所などへ救援物資をお送りします。

大規模災害への備えと対応

災害情報地図システム

最優秀レジリエンス賞を受賞／指定公共機関に指定
2017年3月、大規模災害などに備え、強くてしなやかな社会をつくる取り組みを発掘・評価・
表彰する制度「ジャパン・レジリエンス・アワード（強靭化大賞）2017」で、ローソンは災害情
報共有基盤「災害情報地図システム」構築の取り組みが評価され「最優秀
レジリエンス賞（リスクコミュニケーション情報分野）」を受賞しました。
またローソンは、2017年7月1日、内閣総理大臣の指定を
受けて「災害対策基本法」に基づく指定公共機関となりま
した。災害予防、応急対策、復旧などにおいて重要な役割
を果たせるよう、関係官公庁との緊密な連携に努めてま
いります。

Civic Force（シビックフォース）は日本で起きる地震などの大規模災害に
対し、NPOや企業、行政、住民組織などとの連携によって迅速で効果的な
被災者への支援を実現するために設立されました。熊本地震の際、Civic 
Forceは行方不明者の捜索、支援物資の配布、避難所の運営など、さまざ
まな支援活動を行いました。ローソンからも支援を受けて、その避難所の
環境整備・運営などに活用し、また、提供いただいたインクジェットプリ
ンター3台も現地オフィスで有効に活用させていただきました。ローソン
とは、被災地支援の緊急対応から奨学金「夢を応援基金（東日本大震災奨
学金制度）」のような長期的な復興支援事業まで連携しています。マチに
暮らす方々にとってはもちろん、私たちにも大変ありがたい存在です。

※Civic Forceの詳しい活動内容は→http://www.civic-force.org/

公益社団法人 Civic Force 事業部
新城 卓 さん

国内の大規模な災害をさまざまに支援する
公益社団法人Civic Force

募金名 義援金額

平成28年
新潟県糸魚川市
大規模火災義援金募金

211万1,567円

平成28年
台風10号等
災害義援金募金

643万7,546円

平成28年
熊本地震義援金募金

3億1,213万2,193円
（寄付つき商品を除く）

2016年
台湾地震救援金募金 3,240万4,694円

災害への備えとマチの復興支援

マチのライフラインとしての
役割を果たす

■2016年度に実施した災害義援金募金

夢
を
未
来
へ
、つ
な
ぐ
。
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 環境・社会に配慮
レインフォレスト・アライアンス認証
レインフォレスト・アライアンスは、1987年に設立された国際的な非営利の
環境保護団体です。環境保全や農園労働者の生活向上など、厳しい基準を満た
した農園に認証が与えられます。ローソンは、MACHI caféで認証農園産のコー
ヒー豆のみ※を使用しています。さらに、レインフォレスト・アライアンスと認
証商品を取り扱う企業が協働で立ち上げた「レインフォレスト・アライアンス 
コンソーシアム」に参画してシンポジウムを開催するなど、普及・啓発活動を
行っています。
※シングルオリジンシリーズ、カフェインレスシリーズは対象外

MACHI caféは、2つの味にこだわりをもっています。一つは
「厳選した農園のコーヒー豆」「焙煎後のブレンド」「エスプレッ
ソ抽出」などといった舌による味わい、もう一つは手渡しによ
りお客さまの心に届く味わいです。手渡しはMACHI caféの
大きな特長であり、私自身もとてもこだわっています。熊本地震の際、被災したお客さまにコー
ヒーを手渡したときに、「あなたが淹れてくれるコーヒーは、私だけのために作ってくれている
みたいで、うれしくなるよ」とのお言葉をいただきました。そのひと言は胸の奥に刻まれており、
お客さまとの確かなつながりを実感しました。これからもコーヒーと小さな幸せをお渡しして、
マチに笑顔をつなげていきたいと思っています。

店内淹れたてコーヒーサービス「MACHI café（マチカフェ）」には、
一粒のコーヒー豆からお手もとにお届けするまで、
お客さまとのつながりを大切にするローソンの想いがこもっています。

笑顔も届ける

MACHI caféの一杯

宮崎 睦 さん

この地域には、お年寄りや
小さな子どもがいる家庭が
多いので、笑顔での声かけ
やコーヒーの手渡しは安心
感を生み出していると思い
ます。20年前の開店当初か
らのローソンファンです。

週に3、4回はカフェラテを
買いに来ます。味はもちろ
ん、なにより福嶌さんから
の手渡しが心においしいで
す。そこには、お客さま一
人ひとりへの、そしてマチ
への愛を感じます。

熊本新町三丁目店のお客さま

大石 美奈子 さん 浅川 未佳 さん

いろいろなコーヒーを飲
み比べてみましたが、私は
どこよりもMACHI caféの
コーヒーが大好きです。子
どもたちと一緒に頻繁に利
用する身には、価格もお手
ごろでうれしいですよ。

コーヒーを極めたMACHI caféファンタジスタ
MACHI caféに関する知識が豊富で、お客さまにMACHI caféのこだわりやコー
ヒーの楽しみを伝えられるクルーが「MACHI caféファンタジスタ」です。ファン
タジスタ専用の黒エプロンを着用した全国約9,000名（2017年5月末日現在）が、
心をこめた一杯でお客さまをおもてなししています。なかでも、全国から選ばれ
た約200名のプロフェッショナルを「グランドファンタジスタ」と呼んでいます。
ファンタジスタたちは、コーヒーを通してお客さまとのつながりを深めています。

マチを想うから、
心が触れ合う“手渡し”に
こだわっています。

2016年度トップ オブ グランドファンタジスタ
ローソン 熊本新町三丁目店 クルー

福嶌 静香 さん マ
チ
へ
元
気
を
、つ
な
ぐ
。

10 ローソン マチと共に生きる取り組み報告 2017 11次ページへ前ページへ 目次に戻る前ページへ



「おいしい」ことを我慢せずに、安全・安心はもちろん、健康に配慮した商品を通じて、
お客さまに心も体も元気になっていただきたい。
ローソンは、カロリーや糖質、塩分などに配慮した商品を提供することで、
あらゆる方々に健康をお届けしたいと考えています。

ブランパンでロカボを実践　　日の丸交通株式会社
ブランパンを中心に糖質量を考慮すれば好きなものが食べられるた
め、ロカボはストレスなく続けることができます。
職業柄、食事は不規則になりがちですが、ローソンのブランパンは、い
つでも、どこでも購入できるので大変ありがたいです。パンの種類が豊
富でおいしいのもうれしいですね。

健康に配慮した商品で

心も体も元気に

日の丸交通株式会社
観光タクシードライバー 渡部 健 さん 

私が推奨しているロカボ（適正糖質食）は、厳しい食事制限
をすることなく、お腹が空いたら食べることができます。
糖質は三大栄養素の1つの炭水化物に含まれていますが、糖
質量を適正に保つことが重要なため、摂取する糖質量を1食
40g以内、1日130g以内にするロカボを提唱しています。
特に、食習慣や生活習慣が特殊なタクシードライバーの方
にとって無理なくできるものです。ドライバーの方は座り
続ける職業であり、食事は急ぎ食べが多く、さらに長時間の
勤務で夜中に食事をすることも多いため、一般の方と比べ
ると不規則な生活を送っています。そのため、ドライバーた
ちに「ゆっくりよく噛んで食べる」「早寝早起きをする」とい
う健康指導は無理な話です。勤務中にコンビニを利用する
ことも多いドライバーの方にも、ローソンの低糖質のブラ
ンパンは理想的です。ブランパンはおいしいため、「これな
らやれるよ」という声を多く聞きます。

“楽しくて健康になれる”ことが長続きさせるコツであり、
無理なく日常生活に取り入れられることが基本です。世の
中の注目が集まる以前よりロカボ商品を開発し、提供し続
けてきたローソンには感謝の気持ちでいっぱいです。これ
からもおいしい低糖質商品の開発を期待しています。　

続けられる。
それがロカボによる健康な食生活の
大きな特徴です。

北里大学北里研究所病院　医療連携室 室長　糖尿病センター センター長
一般社団法人 食・楽・健康協会 理事長

山田 悟 先生

ブランパン
小麦粉に比べて糖質が少なく、食
物繊維が豊富なブラン（穀物の外
皮）を使用した商品。糖質が少な
く、ふんわり、しっとり食感の香
ばしいパンです。
1個当たり

糖質

2.2g

カロリー

66kcal

食物繊維

5.7g
ローソンで販売している商品を使った、

おいしいロカボメニュー
の提案をしています。

ローソンおすすめの、
ロカボ商品は数多くあります。

マ
チ
へ
元
気
を
、つ
な
ぐ
。

※掲載しているチラシは見本（イメージ）です
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ローソンは「セルフメディケーション・サポート」として、
ドラッグストア、調剤薬局チェーンや介護事業者と連携した店舗の出店などにより、
医薬品の販売のほか、シニアやそのご家族のサポートなど、
マチの方々の健康的な生活を幅広く支援しています。

大手調剤薬局チェーンのクオー
ル株式会社や、佐賀県と福岡県で
調剤薬局・ドラッグストアを展開
する株式会社ミズなどと共同で、
調剤薬局併設型店舗の出店を進
めています。2017年5月末日現
在で、42店舗を展開しています。

調剤薬局併設型店舗の出店
OTC医薬品（市販薬）の
取り扱い強化 ケアローソンの出店

ヘルスケアローソンは、OTC医
薬品やビューティ商品など、通常
の店舗にはない商品も品揃え。売
場では登録販売者が相談応需を
行っており、好評をいただいてい
ます。OTC医薬品の販売は2017
年5月末日現在で、158店舗に達
しています。

シニアやそのご家族をサポート
する店舗が「ケアローソン」です。
店内に、介護相談窓口や多世代の
方々が気軽に交流できるサロン
スペースを併設。また、シニアや
そのご家族の方々のニーズに合
わせた商品を揃えています。

いつでも安心

健康サポート

お客さまから「薬と一緒にお弁当や飲み物も買えるので助
かる」「薬局が開いていない時間に薬が買えて、いつもの店
員さんに声をかけてもらえてよかった」などのお言葉をい
ただくことがあります。身近なお店で、いつもの店員から、
いつでも安心して薬が買える。これが、お客さまにとって
ローソンで薬を購入する大きなメリットではないでしょう
か。私たち登録販売者にとっては、日常の会話や体調相談
の中で一人ひとりに合った薬をおすすめし、健康をサポー
トすることができます。以前、常連のお客さまの体調が悪
いことを察知して、声かけとアドバイスを行い、数日後に
元気になってご来店いただいたときは安心しました。その
方からは感謝の言葉もいただき、ローソンで登録販売者に
なれてほんとうによかったと感じました。
今は、スーパーバイザーとしてOTC医薬品の取り扱い店舗
を増やし、よりお客さまに満足していただける店舗づくりを
考えています。さらに「マチの健康ステーション」として、薬
の販売にとどまらず健康に関するさまざまなサービスを展
開し、お客さまが安心してまた行きたくなる店舗づくりを目
指しています。健康サポートを通して「“みんなと暮らすマ
チ”を幸せにする」ということを実現していきたいです。

コンビニエンスストアならではの
喜びがあります。

ローソン 北海道運営部 札幌東支店 スーパーバイザー
登録販売者資格取得年：2012年

秦 晴香 

自治体と協働してマチの人々の健康づくり
ローソンは「マチの健康ステーション」をスローガンに、マチの便利で健康
的な暮らしの一助となることを目指しており、健康づくりの推進に関する
協定を全国の自治体と締結しています。協定に基づき、健康に関する情報の
提供や、店舗敷地内での検診車による健康診断の開催、健康相談イベントの
実施など、自治体が実施する健康づくり事業に協力して連携を強化し、健康
づくりを推進しています（自治体により取り組み内容は異なります）。 佐賀県みやき町との協定締結

マ
チ
へ
元
気
を
、つ
な
ぐ
。

14 ローソン マチと共に生きる取り組み報告 2017 15次ページへ前ページへ 目次に戻る前ページへ



観光振興・
PR

福祉・
子育て
支援

防犯・青少年
の育成

地元の
産品・食材

の拡販

災害対策

環境貢献

包括協定締結数
４５道府県、7市

（2017年5月末日現在）

全国のお店を通じてマチを元気に
ローソンは、45の道府県と7つの政令指定都市などと「包括協
定」を結び、マチの活性化及びマチの皆さまにとってより住みや
すい環境をつくるための事業を、各自治体と協働して行ってい
ます。自治体との包括協定を通じて、マチに密着した店舗の運
営やマチの食材を活かした商品の開発、福祉・子育て支援、観
光振興、災害対策など、さまざまな地域貢献活動を積極的に進
めています。また、7つの自治体と提携して、計10店舗のアンテ
ナショップを展開しています。日本各地に広がるローソン店舗の
ネットワークの力で、日本中のマチを元気にしていきます。

ローソンは、地産地消の推進や子育て支援、そして災害対応や環境への貢献など、
マチや地方自治体と密接に連携しながら、各種活動を実施しています。

活気あるマチづくりへ

自治体と連携

福岡県の広報ラック

マチとの連携の根底には、
人とのつながりがあります。

ローソン 運営本部 九州エリアサポート部
萩尾 伸廣

発売当時のチラシ

九州エリアでは、沖縄県も含め8県すべて及び3つの市と協
定を結び、地元産品の販売、観光振興や広報、災害時の対策
などさまざまな施策を実施しています。
このエリアで初めて包括協定を結んだのは佐賀県です。
2006年に、県からの依頼で高齢者にやさしい店舗をオー
プンしました。通路の幅を広くし、佐賀県産の野菜・肉など
の生鮮食品や県の特産品も取り扱う、特色豊かな店舗です。
大分県では、地産地消を促進するために県産の食材を利用
した弁当を「The・おおいた」ブランド商品として毎月2品
発売したり、地元の高校生が考案した県産のサツマイモ「甘
太くん」を使ったシュークリームなどを発売して大分ブラ
ンドのPRにも努めました。
また、福岡市では、電気自動車の普及に対応するために急速
充電器を設置するなど、多種多様な取り組みをしています。
現在、福岡県と協働して県内の店舗に広報ラックを設置して
いますが、そのラックは県の木材（間伐材）を使用し、障害者
施設の方々の力を借りて製作しています。そこには製材業
者、障害者施設、自治体、ローソン、そして協力してくださる
多くの方々とのつながりが生まれています。大切なことは人
と人との関係です。さらに、一つひとつの店舗がマチの人と
密につながっていくことが重要だと実感しています。
自治体と一緒にマチの課題や要望を解決していくことで、
マチに暮らすお客さまからは喜びの声とともに応援の声も
いただいています。

甘太くんのシュークリーム
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842店

1,470店

急病・ケガ人の救護

女性の駆け込み対応

698店

ストーカーへの対応

972店

振り込め詐欺の防止

ギフトカード38,000円分を購入希望の、70代男性のお客さまが来店されまし
た。その際、ギフトカードの購入に不慣れだったため購入目的をたずねると「電
話で第三者から購入を促された」とのことでした。店員は詐欺の可能性を疑い、
110番に通報しました。警察官が来店し、男性に詳細を確認したところ、ギフト
カードの番号搾取詐欺と判明しました。

平日の夕方、女性の方があわただしく店舗に駆け
込み、「隣の家から煙が出ている」とおっしゃったた
め、女性と一緒に煙が出ている家を確認し、混乱し
ている女性を落ち着かせ、119番に通報しました。
ほどなくして消防車が到着し、消火活動を行い、火
災はボヤで食い止めることができました。通勤通学
の時間帯でしたが、近隣住民の方々に大きな影響が
出ることはありませんでした。

移動販売サービス
ローソン店舗から距離のある高齢者施設や
企業、工場などにうかがい、食品や日用品
などの移動販売を実施しています。
その際には、自治体などと連携し、買い物
中の高齢者の方々へ声かけをする、「見守り
サービス」も行っています。

2016年11月より移動販売で新型の専用車輌を導入。常
温、冷蔵など４温度帯に対応するとともに、売上登録やレ
シート出力が可能なモバイルPOSを設置

特殊詐欺を防止する

火災からマチを守る

ローソンは、一般社団法人日本フランチャイズチェーン協会(JFA)の
セーフティステーション活動に積極的に参加し、安全・安心なマチづくりへの協力や、
青少年が育つ環境の健全化への取り組みなどを推進しています。

マチのセーフティステーションとして

安全・安心も見守るお店

小学生未満のお子さんから、「おうちがわから
なくなってしまった」との申し出があったた
め、店舗で保護しました。店内・駐車場で保護
者の方を探しましたが見当たらず、110番に
通報しました。警察官がお子さんと一緒に近
隣を捜索し、無事にご自宅へ送り届けること
ができました。

迷子を保護する

見知らぬ男につけまわされたという
女性の方が駆け込んできました。店舗
ではその女性をバックルームに一時
保護し、店舗からの帰り道も危険があ
ると考え、店員が付き添ってご自宅ま
で送り届けました。

つきまといから女性を守る
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環境配慮モデル店舗では、最新の技術を取り入れて創エネ・
省エネ効果を検証し、効果の高い技術は他の店舗への導入
を進めています。その結果、現在LED照明はほぼ全店舗で、
また、太陽光発電システムとCO2冷媒冷凍・冷蔵システムは
約2,000店舗で導入しています。最新の環境配慮モデル店
舗「小平天神町二丁目店」は、建築物の省エネルギー性能を評価するBELSで最高評価をいただ
きました。また、電力ピーク時に自動節電できる、IoTによる電力コントロールも93店舗で実
施しています。ローソンの全店舗で実施すれば、相当量の電力をコントロールできるポテン
シャルをもっています。FC加盟店を含めたローソングループが、日本のエネルギー問題にも
貢献できると思っています。

※CO2冷媒冷凍・冷蔵システム及び扉つき要冷ショーケースについてはP23を参照

除湿式放射パネル空調
ＣＯ２冷媒冷凍・冷蔵システム
＋ 扉つきＣＯ２冷媒要冷ケース※

その他

約8%

約16%

約13%

省エネルギー(へらす)

約14%太陽光発電システム 

創エネルギー（つくる）

約37% 60%

電気使用量
2015年度対比

削減予定

集熱式トップライト
自然光を採り入れて照明を
自動で抑制。空調機の補助
として、冬期は太陽熱を集
めて暖房に利用します。

1

ポリカーボネートの庇
ポリカーボネートの庇が
店前を明るくして照明を
抑制。夏期には直達日射
を軽減し、空調効率を向
上させます。

3

勾配天井
店内の暖気（熱気）を勾配
の高いほうへ自然に対流
させ、排気または循環す
ることで、空調・換気効率
を向上させます。

2

床下空間の地熱利用
床下空間にたまった地熱
を店内換気に活用。室内
温度に近い外気を給気す
ることで空調効率を向上
させます。

4

除湿式放射パネル空調
天井の放射パネルで、夏期
にしっかり冷却し、発生し
た結露水を排出すること
で、同時に除湿します。

6

ローソンは毎年、最先端の技術を結集した環境配慮モデル店舗をオープンし、
省エネ効果を検証して効果の高かったものは新店などに導入しています。

最新の環境配慮モデル店舗 小平天神町二丁目店（東京都小平市）

未来のために
「つくる」「へらす」店舗を展開

IoTによる省エネ実行支援システム
店舗に設置したタブレットへ、日常的に行う

「省エネ」の実施案内を通知します。また、電
力の安定的な供給に貢献するために、電力
ピーク時に「節電（創電）」の実施案内をタブ
レットに通知し、それを選択することでIoT化
された店舗設備（要冷・空調・照明機器など）
を自動で「節電（創電）」できるシステムを導入
しています。これはコンビニエンスストアで初
めて、経済産業省
の「VPP（バーチャ
ル パワー プ ラン
ト）構築実証事業」
の採択を受けた取
り組みです。

環境配慮モデル店舗「小平天神町二丁目店」
は、5段階で建築物の省エネルギー性能を表
示するBELS（建築物省エネルギー性能表示
制度）で最高評価の五つ星を取得しました。
さらに、再生可能エネルギーの活用や高効
率設備の導入などにより、一次エネルギー
消費量（空調・換気・照明・給湯など）をゼロ
とする建築物に対して与えられる評価にお
いて、3段階評価（ZEB 
Ready、Nearly ZEB、
ZEB）の中で、最高評
価のZEB（ネット・ゼロ・
エネルギー・ビル）を
獲得しました。

「五つ星+ZEB」

太陽光発電システム
店 舗 屋 根 上に22kW相 当
の太陽光パネルを設置し発
電。10kW相 当 は 売 電に、
12kW相当は店舗の消費電
力に充当しています。

5

1

62

5

3

4

ローソン 開発本部 建設部
津田 直人

コンビニ初

コンビニ初 コンビニ初

最新の創エネ・省エネ技術を検証し、
多くの店舗への導入を推進しています
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＜へらす＞
CO2冷媒を使用した
冷凍・冷蔵システムの積極的な導入
ローソンは2010年度より、フロン類を使用せずに省エ
ネルギー効果が高い「ノンフロン（CO2冷媒）冷凍・冷蔵
システムの設置をスタートし、約2,000店舗（2017年2
月末日現在）に導入しました。このシステムは、フロン類
と比較して地球温暖化への影響が約１/4,000とされる
CO2を冷媒に利用しているため、温室効果ガス排出量を
大幅に減少させることができます。また、省エネルギー
性能に優れており、店舗全体の電気使用量のうち12％
を削減することができます。

＜つくる＞
太陽光発電システム
太陽光発電システムの導入に取り組み、2016年度ま
でに約2,000店舗の屋根に設置しました。売電用の
10kW(5kW×2系統)と店舗で使用する2kWの合計で、
12kWの発電が可能です。

＜へらす＞
扉つき要冷ショーケース
一部店舗の要冷ショーケースに、ペアガラス扉をつけて
冷気もれを防ぐとともに、断熱材を強化して断熱性能を
高めることで、冷蔵効率をアップさせています。

お客さまのCO2をへらす「CO2オフセット運動」
「CO2オフセット」とは、自ら排出したCO2を植林・森林保護・クリーンエネルギーなど、ほかの場
所で実現したCO2排出削減量で埋め合わせる考え方です。ローソンでは、共通ポイントサービス

「Ponta」で貯めたポイントと排出権を交換したり、排出権付き商品を購入することで、お客さま
の生活で発生するCO2のオフセット（埋め合わせ）を支援する「CO2オフセット運動」を推進してい
ます。これまでにオフセットされたCO2は累計約27,600ト
ン、参加されたお客さまはのべ3,316万人になります。

＜へらす＞
省エネ１０か条

週1回、要冷機器や空調機器の
フィルター清掃

エアコン設定温度　
夏：27℃、冬：18℃、中間期：OFF

商品搬入出時に、ウォークイン・業務用
冷蔵冷凍庫の扉の開閉時間を削減

要冷機器・空調機器の
室外機周辺の整理整とん

夏場に凍らせて販売する飲料商品など
は冷蔵保管してから補充

ホット飲料は、常温で
保管している商品を補充

業務用冷蔵冷凍庫内への
商品の詰め込みすぎに注意

不在時のバックルームや倉庫の
照明とエアコンOFF

オープンケースの
エアーカーテンを守った商品陳列

業務用冷蔵冷凍庫の
扉の開閉回数の抑制

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

CO2

要冷機器

12%
削減

■ CO2冷媒機器による削減効果

■ 主な自然冷媒の特徴

炭化水素 アンモニア

大きい 大きい なし

あり あり なし

燃焼性

毒性

安全性

要冷機器

27%
削減

店舗全体の電気使用量 要冷機器の電気使用量

省エネ目標 ■1店舗当たりの電気使用量（指数）とCO2排出量※1

省エネルギー目標として、ローソンは「１店舗当
たりの電気使用量を、2020年度に2010年度比
20％削減」を設定し、省エネ・創エネ対策を進め
ています。

ローソン店舗では、2020年度までに1店舗当たりの電気使用量20%削減（2010年度比）を目指し、
省エネタイプの機器を導入するほか、「省エネ10か条」を定めて各店舗で実践しています。

未来のために
「つくる」「へらす」店舗を展開

2010 2016 2020（年度※2）

（%） （t-CO2）

82.6

※1 CO2排出量は電気事業連合会で
出している受電端の調整後係数
を使用。2016年度、2020年度
は2015年度の係数で試算。

※2 行政年度4月1日から翌年3月
31日で算定

年間電気使用指数（左軸） CO2排出量（右軸）

0
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0

20
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60
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100

120

92.4
目標
80.0

基準年
100.0

68.2 95.4

※1　CO2排出量は電気事業連合会で出している受電端の調整後
係数を使用。2016年度、2020年度は2015年度の係数で試算
※2　行政年度4月1日から翌年3月31日で算定

小平天神町二丁目店に設置された22kW相当の
太陽光パネル（同店の発電量は12kWではあり
ません）
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全国のローソンファームでは、土壌を分析してミネラルバランスを整えた健全な土で農作物
を生産しています。また、ローソンファーム鳥取では、近隣エリアのローソン店舗から排出さ
れた食品廃棄物をリサイクルしてできた堆肥を、土づくりに活用しています。
店舗の売れ残り食品から堆肥がつくられ、その堆肥で大根が生産され、ローソン店舗でおで
ん用の大根として販売される、という食品リサイクルループを実現しています。

味や栄養などの品質は変わらないのに、形や大きさなどの見た目がほかと少し異なる農産物
が規格外野菜です。この規格外野菜は通常の販売には適さないために、店頭に並ぶことなく
廃棄される場合があります。ローソンファームでは10～15%の規格外野菜が産出されます
が、これらを加工して惣菜やサラダ・漬物などに利用することで、農産物の有効活用に役立て
ています。

ローソンは、より一層食の安全の確保に取り組むと同時に、
ローソンファームの適切な農場管理体制を構築するため、
JGAP※1認証取得に取り組んでいます。2016年度には、全
国で展開するローソンファーム22ヵ所※2でJGAP認証を取
得しました。流通企業と農業生産法人が集団で連携しての
JGAP認証取得は全国で初めてです。
※1  JGAP（Japan Good Agricultual Practice）：食の安全や環境保全に取

り組む農場に与えられる認証で、農林水産省が導入を推進する農業生産
工程管理手法の一つです

※2 ローソンファーム広島神石高原町（JAS有機を取得）を除く、すべてのロー
ソンファームが取得しています

※3 JGAP認証農場のマークの下にある番号は、株式会社ローソンファーム千
葉の番号です

ローソン店舗
ローソンおでん

食品廃棄物の発生

堆肥の製造

中間処理

堆肥の使用

大根の生産・加工
リサイクル
ループ

堆肥化施設
ローソンファーム

食の安全や環境保全に
取り組む農場として

「JGAP」認証を取得　
■ JGAP認証 取得状況　

千葉
兵庫
茨城
石巻
大分豊後大野
山梨
北海道本別
愛知
宮崎
十勝
北海道岩内
秋田
新潟
長崎
鳥取
熊本
薩摩
愛媛
愛知豊橋
鹿児島
大分
いちき串木野

2017年2月末日現在

小松菜・大根・ニンジン
玉ネギ・白菜・レタス
ぶなしめじ
ミニトマト・キュウリ・ネギ
ネギ
ぶどう
小麦
キャベツ・白菜
キュウリ
玉ネギ
大根
ベビーリーフ
米
リーフレタス・サニーレタス・ネギ･玉ネギ
大根
みかん
キャベツ
みかん
いちご
大根・ニンジン・かんしょ
トマト・ミニトマト
レタス・リーフレタス

ファーム名 申請品目

もったいない
余剰食品を有効活用

全国のローソンファーム
及び契約産地 香取プロセスセンター

製造工場ローソン店舗

原料供給

カットした野菜
原料供給

商品供給

ローソンファーム
人々の健康的な生活を支える、安全・安心で高品質な新鮮野菜や果物を、ローソングルー
プの店舗に安定的に供給するため、「ローソンファーム」を全国23ヵ所（2017年2月末日現
在）で展開しています。全国のローソンファームの産地リレーで、新鮮な野菜を周年調達し
ています。

■食品リサイクルループ～食品廃棄物が資源として循環するモデル～

サラダやペットフードなどに利用

※3
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惣菜などに加工し販売
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店舗の改装や閉店の際、一定の基準をクリアした什器・設備を
リユースセンターで保管し、新規にオープンする店舗などで再使用しています。
東西2ヵ所にリユースセンターを設置し、それぞれの什器・設備に管理ナンバーをつけて
それをもとに管理することで、地域を超えた再使用を可能にしています。

店舗スタッフの声かけや、ケータイバッグ「コンビニecoバッグ」を作成・配布するなどして、お
客さまにご協力いただき、レジ袋削減への取り組みを行っています。

レジ袋を削減するために、購入頻度の高い弁当と
ペットボトルがぴったり収まるサイズのケータイ
バッグ「コンビニecoバッグ」を作成しています。多
くのお客さまにバッグを携帯していただくために、
2007年3月より一部のローソン店舗で無償配布
をスタート。その後、店頭マルチメディア情報端末

「Loppi（ロッピー）」での販売、さらにバッグの仕
様を公開して賛同企業を募り、社外での普及も進
めてきました。その結果、運動をスタートして9年
で配布総枚数は約438万枚※となりました。
※コンビニecoバッグ以外のケータイバッグも含みます

■ケータイバッグ配布累計実績
2014年度

431万枚 434万枚 438万枚

2015年度 2016年度

店舗スタッフの声かけや店内放送、啓発ポスターの掲出など
により、レジ袋の削減に努めています。さらに、自治体で行って
いる「レジ袋削減キャンペーン」に参加し、レジ袋削減への協力
を呼びかけるステッカーの掲出や、適正なサイズのレジ袋の
使用も推進しています。2016年度の1店舗当たりのレジ袋使
用重量は2000年度比で25.9%の削減となり、お客さまへのレ
ジ袋配布率は78.0%となりました。

■レジ袋削減キャンペーンを行っている自治体
北海道旭川市、仙台市、福島県、東京都江戸川区、東京都武蔵野市、横浜市、名
古屋市、京都市、奈良市、大阪府泉大津市、兵庫県尼崎市、岡山県、福岡県、長崎
県、 鹿児島県

ケータイバッグの作成・配布

普及啓発でレジ袋削減への取り組み

什器・備品の
再使用（リユース）

什器・設備を
再使用して有効活用

レジ袋削減のため
エコバッグのある生活を提案

リユース保管対象品

フライヤー

電子レンジ

雑誌什器

空調機器

要冷機器

リユースセンター

新規オープンや改装の店舗 店舗に掲出しているレジ袋削減ポスター
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●電気 ●水
●ガソリン・軽油
●重油 ●食材など  

●CO2
●廃棄物 ●排水

原材料調達 製造工場 配送車輌

OUTPUT

INPUT

店舗 本社・事務所配送センター

1 ●CO2
●廃棄物 ●排水

2 ●CO2
●廃棄物 

3 ●CO2 4 ●CO2
●廃棄物  ●排水

5 ●CO2 6 ●CO2
●廃棄物  ●排水

7

●電気 ●水
●プロパンガス
●重油 
●原材料・包材など

●電気 ●水
●容器包装など

●ガソリン
●電気

●電気 ●水
●紙･事務用品など

●電気
●ガソリン・軽油・
　天然ガス
●梱包材

●軽油 ・天然ガス

合計CO2排出量 2016年度4,985.1千トン
店内廃棄物、クローズ･
改装時の産業廃棄物 5

0.53%［26.3］｠

7出張
0.01%［0.5］｠6

社有車の
ガソリン
0.11%［5.3］｠

※2 ［  ］内はCO2排出量（単位：千トン）
※1 CO2の後の番号　～　は棒グラフの番号に相当します。

※1

※2

本社・エリア・支店・
直営店舗の電力 5 7

0.51％［25.3］

電力の調達に伴う
エネルギー関連
1.49％［74.3］

容器・割り箸・
レジ袋の廃棄 5

0.69％［34.6］

FC加盟店の電力 5 20.47％［1,020.4］

配送センターの
エネルギー消費 3

1.73％［86.6］
4

仕入れた原材料
（PB・NB製品、レジ袋など）

1 2

1 7

74.46％［3,711.8］

社有車

サプライチェーンを通じた、温室効果ガス排出量の算定方法
基本ガイドラインに関する業種別解説（小売業）Ver.1.0に基づき算定

ローソングループは、高付加価値の商品を製造し、お客さまの身近なマチで販売する、
「小商圏型製造小売業」の確立を目指しています。
そのため、サプライチェーンのすべての工程への関与を高め、
商品開発においてムダなく食材を利用したり、効率的な配送を行うなど、
サプライチェーンの効率化に努めています。併せて、環境負荷を低減する活動にも取り組んでいます。

原材料調達で
弁当・おにぎりやデザートなどには、できる
だけ国産の旬の食材を使用しています。各
生産地の地域活性化につながるとともに、
外国産の原材料を使用することに比べて、
輸送エネルギーを削減できます。

製造で
製造段階では、原材料の投入量、出来高量、
盛り付け量などをグラム単位で管理する

「生産加工管理システム」を導入。余分な商
品をつくらない仕組みで、廃棄物の発生を
抑制しています。

物流で
共同配送の推進や配送頻度の適正化を図る
とともに、トラックの燃費向上のため、エコ
タイヤを導入。ドライバーを対象に、アイド
リングストップなどの研修も行っています。

店舗で
弁当・おにぎりや調理パンなどの商品の発注
に「セミオート（半自動）発注システム」を導入
しています。お客さまにとって欲しい商品がい
つでもあるように、品揃えと発注数を適正化す
ることによりムダな廃棄を抑制しています。

原材料の調達から店舗での販売ま で

サプライチェーンで環境負荷 を低減

■サプライチェーンにおけるマテリアルフロー及びCO2排出量

「COOL CHOICE」の取り組みに
賛同しています

「COOL CHOICE」は、部屋の電気のオン・オフ、顔を洗うときの蛇口の開け閉
め、エアコンの温度設定など、毎日の暮らしのささやかな省エネ行動で「二酸
化炭素（CO2）などの温室効果ガス排出量を抑える」国民運動です。ローソング
ループもこの取り組みに賛同して低炭素社会の実現に貢献しています。
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環境マネジメントシステム「ISO14001」を活用し、
目標を定めて継続的に改善することにより、環境保全に努めています。

仙台エコフェスタ2016
実施日：2016年9月4日（日）
場所：宮城県仙台市青葉区 勾当台公園市民広場
2012年より継続して参加しています。

ふれあいの祭典 丹波ふれあいフェスティバル実施日：2016年10月29日（土）・30日（日）場所：兵庫県丹波市 兵庫県立丹波の森公苑2009年より継続して参加しています。

持続可能な社会の実現に向け、
2つの大きな視点から取り組みを推進
ローソングループは、社会・環境への取り組みを推進す
る上で次の2つの視点からの取り組みを通じて、持続可
能な社会の実現を目指します。
一つ目は、自らの社会・環境に貢献する活動です。特
に事業活動によるCO2排出量の削減のため、サプライ
チェーンのCO2排出量を把握するとともに、店舗には最
新の省エネルギー機器を導入するなどしています。
二つ目は、商品やサービスの提供を通じて、お客さまの
社会・環境活動への支援を積極的に進めています。

「ＩＳＯ１４００１」を活用し、環境負荷を低減
社会・環境に配慮した事業活動を推進するため、環境マネ
ジメントシステム「ISO14001」を活用し、PDCA（Plan-Do-
Check-Action）のサイクルで社会との共生の推進や環境
負荷の低減に努めています。「ISO14001」を推進するた
め、事業サポート本部 環境・社会共生が事務局となり、本
社・エリア・グループ会社の代表メンバーであるＣＳＶ※推
進担当者と連携し、社会・環境目標の進捗管理、店舗への
指導・援助、内部環境監査・外部審査への対応などを行っ
ています。マネジメントシステムが有効に機能しているか
どうかを確認するため、年に複数回の内部環境監査に加
え、第三者機関の審査を受けて、取り組み状況の確認と
さらなる改善を重ねています。2016年度は外部審査に
おいて、2015年度版規格の移行審査を受け、認証が登
録されました。
※CSV（Creating Shared Value）：共通価値の創造

■ローソングループの目指す姿

■環境マネジメントシステムを活用し、
進捗を確認します。

持続可能な社会の実現

［ISO14001の
対象範囲］

2017年3月1日現在
本社20本部・室、

8エリア、
4グループ会社

店舗13,111店舗※

※店舗数は2017年２月末日
現在

原 材 料 の 調 達 か
ら 店 舗 で の 販 売
ま で の 過 程 で 環
境負荷を低減

自らの
社会・環境活動

商 品 や サ ー ビ ス
の提供を通じて、
お 客 さ ま の 活 動
を支援

お客さまと
ともに取り組む
社会・環境活動

環境マネジメント
システム
ISO14001

Plan
（計画）

Action
（見直し）

Do
（実施･運用）

Check
（チェック）

ローソングループは、各自治体などが主催する、
美化活動や環境イベントに積極的に参加しています。
環境イベントでは、ローソングループの環境への取り組み内容を紹介するとともに、

「ローソン緑の募金」の活動もアピールしています。

マチをきれいに
気持ちよく

よりよい環境へ
継続的に改善

世界の京都・まちの美化市民総行動

実施日：2016年11月6日（日）
場所：京都市内（繁華街や観光地）

参加人数：41人
2004年より継続して参加しています。

ラブアース・クリーンアップ2017実施日：2017年5月21日（日）場所：福岡市中央区 大濠公園参加人数：88人1994年より継続して参加しています。
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ローソングループは環境関連法令を順守し、社内環境監査で潜在的な環境リスクを洗い出し、
環境事故の未然防止に努めています。
また、社内環境監査における結果や新しい法規制の動向、他社で起こった事故の事例などを
グループ内で共有し、グループ全体での意識向上に努めています。

社会・環境教育の推進により、環境保全に対する意識の向上を図るとともに、 
ステークホルダーとのコミュニケーションを推進しています。

CSV小委員会
事業サポート本部 環境・社会共生が事務局となり、本部・
エリア・グループ会社の代表メンバーであるCSV推進担当
者が出席して毎月開催しています。主な活動内容は、社会・
環境目標の進捗管理・情報共有、店舗への指導・援助、内部
環境監査・外部審査への対応、社会・環境教育の推進です。

廃油を回収するお取引先との
コミュニケーション
年に一度、全国の廃油回収のお取引先が一堂に
会し、ダイレクトコミュニケーションを行うこと
により、法令順守とサービスレベルの向上に協力
して取り組んでいます。その一環として、店舗ア
ンケートで高い評価を得た企業及びドライバー
の表彰を行い、さらなる改善への意識を醸成し
ています。

社内環境研修
ローソングループでは、本部社員及びFC加盟店
オーナー、さらに店長やクルーを対象とした社
会・環境教育を行っています。新入社員に対する
研修をはじめ、年一回、eラーニングによる全社
員を対象とした環境一般研修を実施しています。
FC加盟店に対しては、オープン時研修のほか、
社内情報誌や本小冊子などを通じて、情報共有
をしています。CSV推進担当者は、社内の研修に
加えて外部の研修を受講したり、外部検定を受
検して、環境への意識を高めています。

ローソン店舗では、売れ残り食品として1店
舗1日当たり約9kg、揚げ物に使った食用油

（廃油）は同約2kg排出しています。ローソ
ングループでは、売れ残り食品はリサイク
ル工場に搬入し、飼料（ブタやニワトリのエ
サ）や肥料に、また、回収された廃油は飼料
用添加剤（エサの材料）やバイオディーゼル
燃料などに再生しています。
リサイクルを推進した結果、2016年度の食
品リサイクル等実施率は法定目標40.5%に
対し、44.3%の実績となりました。

売れ残り食品のリサイクルを推進

環境法令等の順守
ステークホルダーとの
コミュニケーションを推進

名　称 分　野

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法） 省エネルギー

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法） 省エネルギー

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 廃棄物削減
食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律

（食品リサイクル法） 廃棄物削減

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律
（容器包装リサイクル法） 廃棄物削減

浄化槽法 水質汚濁
フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律

（フロン排出抑制法） オゾン層保護

電気事業者による再生可能エネルギー電気の
調達に関する特別措置法

（再生可能エネルギー特別措置法）
省エネルギー

ローソングループに関わる主な環境法令

※1 食品リサイクル等実施率は、（株）ローソン沖縄、
　　（株）ローソン南九州、（株）ローソン高知、
　　（株）ローソン山陰を除いた数値です。
※2 4月1日から翌年3月31日で算定しています。

（基準年）
2007 2014 2015 2016（年度）※2

（店舗数） （%）

廃油リサイクル（左軸）
食品リサイクル等実施率※1（右軸）

飼料化・肥料化（左軸） 熱回収（左軸）
法定目標（右軸）

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

0

20

40

60

80

100

906

2,475 2,381
2,582

7,403

11,059 11,470 12,348

170 174
103

22.5
36.5 38.5 40.5

44.341.144.7

■ローソングループ
   食品リサイクル実施店舗数の推移

環
境
保
全
へ
行
動
を
、つ
な
ぐ
。

32 ローソン マチと共に生きる取り組み報告 2017 33次ページへ前ページへ 目次に戻る前ページへ



ケータイバッグ配布累計実績

2010

100.0

68.2

基準年

0

20

40

60

80

100

0

20

40

60

80

100

120

82.6

2016

95.4

92.4

2020
（年度）

80.0

年間電気使用指数（左軸）
CO2排出量（右軸） （t-CO2）

（%）

目標
電気使用量
20%削減

※1  CO2排出量は電気事業連合会で出している受電端の調整後係数を使用し
　　 ています。2016年度、2020年度は2015年度の係数で試算しています。
※2  行政年度に合わせて4月1日から翌年3月31日で算定しています。

※2

2016

86

0

30

60

90

（年度）
1992

0.2

2002

20

2012

66

（億円） 約86億円

データ集 （表記のあるもの以外は2017年2月末日現在）

2007

22.522.5

7,403

906

（基準年）

廃油リサイクル（左軸）
食品リサイクル等実施率※1（右軸）

飼料化・肥料化（左軸） 熱回収（左軸）
法定目標（右軸）

0

20

40

60

80

100

0
2014

36.536.5

44.744.7

11,059

2,475

170

2015

38.538.5

41.141.1

11,470

2,381

174

（年度）
2016

40.540.5

44.344.3

12,348

2,582

103
（%）（店）

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

※1 食品リサイクル等実施率は、（株）ローソン沖縄、（株）ローソン南九州、
      （株）ローソン高知、（株）ローソン山陰を除いた数値です。
※2 4月1日から翌年3月31日で算定しています。

※2

デ
ー
タ
集

CO2オフセット運動1店舗当たりの
電気使用量(指数)とCO2排出量※1

参加されたお客さまの数

のべ3,316万人

オフセットされたCO2累計

約27,600トン

緑化面積

約7,104 ha

募金総額

約39.1億円

活動地域

4,148ヵ所

緑化本数

約1,776万本

緑化面積・本数は、「ローソン緑の募金」総額及び「緑の募金」
全体の活動実績から、一定の仮定のもとに算出したものです

（1992年9月〜2017年2月）。

自治体	 47都道府県17市区
その他	 東京消防庁・陸上自衛隊

公共交通機関等		8機関

電力会社		2社

158店舗

42店舗
（2017年5月末日現在）

自治体	 41都道府県10政令都市

(2017年3月1日現在)

容器包装重量及び
CO2排出量の推移

1店舗当たりのレジ袋使用重量

ローソン緑の募金活動実績1992年からの累計募金額
(災害募金含む)

災害時物資供給協定の締結先

帰宅困難者支援協定の締結先

OTC医薬品（市販薬)取り扱い店舗数

調剤薬局併設型店舗数

2016年度サプライチェーンのCO2排出量

1店舗1日当たりの廃棄物量推計 食品リサイクル等実施率＆実施店舗数

2014年度

431万枚 434万枚 438万枚

2015年度 2016年度

2015

668

77.177.1 76.876.8 78.078.0

0

600

900

1,200

300

2016

667

（年度）

667

2014

（kg）

0

25

50

75

100
（%）

900

2000
（基準年）

レジ袋配布率（右軸）
1店舗当たりのレジ袋使用重量（左軸）

食品を除く
44.4kg※

食品 燃やすごみ

段ボ

その他

ール

廃油
2.2

廃プラスチック
3.5
ビン 1.1缶 2.5

ペットボトル 1.3

0.1

売れ残り
食品
8.8

食品リサイクル
実施店舗
約2,500店
の実績

績
実
の
舗
店
0
2
4
約
内
都
京
東

※ 食品廃棄物とそれ以外の廃棄物を合計すると55.4kgになります。 
※ 2016年4月1日～2017年3月31日で算定しています。

■ １店舗１日当たりの廃棄物量推計

20.8

15.1

11.0kg

※［  ］内はCO2排出量（単位：千トン）

※

FC加盟店の電力
20.47％［1,020.4］

店内廃棄物、クローズ･
改装時の産業廃棄物
0.53%［26.3］ 

出張
0.01%［0.5］ 

社有車の
ガソリン
0.11%［5.3］ 

本社・エリア・支店・
直営店舗の電力
0.51％［25.3］

電力の調達に伴う
エネルギー関連
1.49％［74.3］

容器・割り箸・
レジ袋の廃棄
0.69％［34.6］

配送センターの
エネルギー消費
1.73％［86.6］

仕入れた原材料
（PB・NB製品、レジ袋など） 74.46％［3,711.8］

合計CO2排出量

4,985.1千トン

サプライチェーンを通じた、温室
効果ガス排出量の算定方法基本
ガイドラインに関する業種別解説
（小売業）Ver.1.0に基づき算定

2015
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企業情報

社名 株式会社ローソン
所在地 東京都品川区大崎一丁目11番2号

ゲートシティ大崎 イーストタワー
代表者 代表取締役 社長　竹増貞信
設立 1975年4月15日
資本金 585億664万4千円
社員数 9,403人

事業内容 コンビニエンスストア「ローソン」
「ナチュラルローソン」及び「ローソンストア
100」のフランチャイズチェーン展開など

全店舗売上高 2兆1,579億円（連結）
国内店舗数 13,111店舗
出店エリア 国内47都道府県・中国（上海市・重慶市・大連市・

北京市・武漢市）・インドネシア・米国ハワイ州・
タイ・フィリピン

大連 82店舗北京 48店舗

重慶 136店舗

タイ 85店舗
武漢 72店舗

上海 665店舗

フィリピン
ハワイ2店舗

インドネシア 36店舗

30店舗

海外店舗数

1,156店舗

国内店舗数※ 13,111店舗
店舗展開エリア

※ 上記店舗数には（株）ローソン山陰、（株）ローソン高知、（株）ローソン南九州、（株）ローソン沖縄が運営する店舗数が含まれます。
また、海外店舗数は、各地域の運営会社によるローソンブランド店舗数です。

関東・甲信越地方
4,517店舗
茨　城
栃　木
群　馬
埼　玉
千　葉
東　京
神奈川
新　潟
山　梨
長　野

193
157
115
599
550
1,588
872
148
122
173

九州・沖縄地方
1,473店舗
福　岡
佐　賀
長　崎
熊　本
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄 

473
68
106
145
176
104
191
210四国地方 614店舗

徳　島
香　川

214
135

愛　媛
高　知

134
131

近畿地方
2,458店舗
滋　賀
京　都
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山

154
328
1,048
663
128
137

中部地方
1,580店舗
富　山
石　川
福　井
静　岡
愛　知
岐　阜
三　重

186
104
110
256
629
164
131

中国地方
779店舗
鳥　取
島　根
岡　山
広　島
山　口

137
149
172
199
122

東北地方
1,053店舗
青　森
岩　手
宮　城
秋　田
山　形
福　島

234
169
227
188
105
130

北海道地方
637店舗

総店舗数（国内外合計）※ 14,267店舗 2017年2月末日現在

会社概要 2017年2月末日現在／連結（代表者については2017年5月末日現在）

 注1：  全店舗売上高（連結）は、国内コンビニエンスストア事業、海外事業及び成城石井の店舗売上高の合計です（連結対象のみ）。
 なお、成城石井事業については直営の成城石井店舗のみを集計しています。

2：  国内店舗数は、株式会社ローソンが運営するローソン、ナチュラルローソン、ローソンストア100、株式会社ローソン山陰、株式会社
ローソン沖縄、株式会社ローソン南九州、株式会社ローソン高知が運営するローソン、株式会社成城石井の運営する直営の成城石井
の店舗数の合計です。

主要な事業とサービスのご紹介 2017年2月末日現在

小商圏型製造小売業で“みんなと暮らすマチ”
を幸せにする、ネイバーフッド・ストア。

生鮮食品、惣菜、日用品など多くの商品を100
円(税込108円)で販売し、日常生活を簡単・便
利に、節約支援するお店。

「毎日だから大切に」をコンセプトに「美しく健
康で快適な」ライフスタイルを身近でサポート
するお店。

世界の食品を世界の街角の価格で提供する、
食にこだわる人のためのライフスタイルスー
パー。

株式会社ローソン
株式会社ローソン沖縄
株式会社ローソン南九州
株式会社ローソン高知
株式会社ローソン山陰

株式会社ローソン

株式会社成城石井

運営会社

株式会社ローソンストア100

CD・DVD等の音楽／映像ソフトや書籍などを
販売する全国55店舗の専門店。

コンサート・スポーツ・演劇などのチケットをは
じめ、音楽／映像ソフト、書籍などの販売を行
う総合エンタメECサイト。

株式会社ローソンHMVエンタテイメント

株式会社ローソンHMVエンタテイメント

コンサート・スポーツ・演劇・映画など、あらゆ
るエンタテイメントのチケットを販売するサー
ビス。

株式会社ローソンHMVエンタテイメント

健康とおいしさをお届けするローソンの宅配
サービス。ローソンフレッシュの商品以外にも、
ローソングループの食品、日用品などの商品
も購入できる総合宅配サイト。

株式会社ローソン

ローソンの店舗を拠点とし、ローソングループ
の商品や佐川急便扱いの荷物のお届けやお買
い物、住まい・暮らしをサポートするサービス。

SGローソン株式会社

全国23ヵ所にある、ローソングループの店舗
向けに青果を生産している農場。

各地のローソンファーム

ローソン店舗に設置している銀行との共同
ATMの設置、管理及び運営事業。

株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス

グループ企業情報 2017年2月末日現在

分野 会社名

国内コンビニエンス
ストア事業

（株）ローソン
（株）ローソンストア100
（株）SCI
（株）ローソン沖縄
（株）ローソン南九州
（株）ローソン高知
（株）ローソン山陰

エンタテイメント関連事業（株）ローソンHMVエンタテイメント
ユナイテッド・シネマ（株）

金融サービス関連事業 （株）ローソン・エイティエム・ネットワークス

分野 会社名
コンサルティング事業 （株）ベストプラクティス

海外事業 羅森（中国）投資有限公司
上海羅森便利有限公司
重慶羅森便利店有限公司
大連羅森便利店有限公司
羅森（北京）有限公司
Saha Lawson Co., Ltd.

成城石井事業 （株）成城石井

ユナイテッド・シネマ株式会社

4DX®（体験型上映システム）導入や映画以外
のコンテンツの提供を通じ、映画鑑賞だけで
なく、そこで過ごす時間も豊かにするシネマ
コンプレックス（複合映画館）を運営。

企
業
情
報

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社

運営会社
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11カ年財務サマリー


（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：千米ドル※1）


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006 2016
会計年度：
　営業総収入　
　　加盟店からの収入 	 ¥	 275,312 	 ¥	 261,681 	 ¥	 247,681 	 ¥	 242,079 	 ¥	 230,003 	 ¥	 215,574 	 ¥	 197,673 	 ¥	 185,656 	 ¥	 186,928 	 ¥	 177,443 	 ¥	 174,325 	 $	 2,445,913
　　売上高 254,169 227,606 174,044	 168,159	 192,942	 208,063	 192,330	 233,694	 119,944	 84,266	 75,858	 2,258,075
　　その他 101,806 94,166 76,188	 75,010	 64,500	 55,320	 51,275	 47,842	 42,604	 39,468	 32,870	 904,460
営業総収入合計 631,288 583,453 497,913 485,248 487,445 478,957 441,278 467,192 349,476 301,177 283,053 5,608,457
　営業利益 73,772 72,542 70,482 68,127 66,246 61,769 55,541 50,276 49,186 46,610 44,513 655,401
　当期純利益 36,400 31,381 32,687 37,966 33,183 24,885 25,387 12,562 23,807 22,119 20,983 323,383
　営業活動によるキャッシュ・フロー 99,865 112,205 110,568 81,503 85,189 86,357 72,210 40,696 51,717 55,771 47,596 887,216
　投資活動によるキャッシュ・フロー （76,228） （68,657） （100,434） （47,924） （54,196） （52,912） （30,522） （42,596） （15,647） （36,525） （31,754） （677,221）
　財務活動によるキャッシュ・フロー （25,638） （50,201） （3,289） （39,650） （31,980） （27,545） （28,799） （27,239） （14,911） （31,973） （736） （227,772）
　設備投資 119,784 106,747 141,251 84,032 77,361 74,572 50,326 71,399 42,907 64,413 49,822 1,064,179
　減価償却費及び連結調整勘定償却額※2 56,199 49,293 41,826 47,889 43,886 37,846 33,084 27,468 20,879 21,469 21,352 499,280
会計年度末： 	
　総資産 	 ¥	 866,577 	 ¥	 803,212 	 ¥	 764,614 	 ¥	 620,993 	 ¥	 579,810 	 ¥	 531,454 	 ¥	 476,037 	 ¥	 448,132 	 ¥	 436,096 	 ¥	 397,108 	 ¥	 398,258 	 $	 7,698,800
　純資産 	 285,995 	 272,997 	 263,798 	 250,498 	 230,182 	 214,663 	 208,467 	 198,136 	 201,167 	 188,574 	 199,493 	 2,540,822
　自己資本比率 	 31.7% 	 32.9% 	 33.5% 	 39.5% 	 39.1% 	 39.7% 	 42.7% 	 42.8% 	 44.8% 	 46.6% 	 49.0%
　現金及び現金同等物 	 67,692 	 69,793 	 76,755 	 68,760 	 72,766 	 73,670 	 67,712 	 54,843 	 83,982 	 62,823 	 75,547 	 601,386
　国内コンビニエンスストアグループ
　店舗数（店） 	 13,111 	 12,395 	 12,276 	 11,606 	 11,130 	 10,457 	 9,994 	 9,761 	 9,527 	 8,587 	 8,564
　従業員数（人） 	 9,403 	 8,377 	 7,606 	 6,336 	 6,404 	 6,475 	 5,703 	 5,236 	 5,186 	 3,735 	 3,614
1株当たり情報： 	
　当期純利益（円／米ドル※1） 	 ¥	 364 	 ¥	 314 	 ¥	 327 	 ¥	 380 	 ¥	 332 	 ¥	 249 	 ¥	 255 	 ¥	 127 	 ¥	 240 	 ¥	 215 	 ¥	 202 	 $	 3.23
　年間配当金（円／米ドル※1） 	 250 	 245 	 240 	 220 	 200 	 180 	 170 	 160 	 160 	 110 	 100 	 2.22
　配当性向 	 68.7% 	 78.1% 	 73.4% 	 57.9% 	 60.2% 	 72.2% 	 66.8% 	 126.3% 	 66.6% 	 51.2% 	 49.6%
経営指標： 	
　ROE（株主資本当期純利益率） 	 13.5% 	 12.0% 	 13.0% 	 16.1% 	 15.2% 	 12.0% 	 12.8% 	 6.5% 	 12.5% 	 11.6% 	 11.3%
　ROA（総資産当期純利益率） 	 4.4% 	 4.0% 	 4.7% 	 6.3% 	 6.0% 	 4.9% 	 5.5% 	 2.8% 	 5.7% 	 5.6% 	 5.4%
チェーン全店売上高（国内コンビニエンスストア事業）： 	
　形態別売上高 	
　　加盟店※3 	 ¥	 1,969,920 	 ¥	 1,880,395 	 ¥	 1,827,779 	 ¥	 1,810,418 	 ¥	 1,747,915 	 ¥	 1,651,433 	 ¥	 1,499,576 	 ¥	 1,433,678 	 ¥	 1,434,166 	 ¥	 1,331,785 	 ¥	 1,311,479 	 $	17,501,066
　　直営店 	 188,030 	 79,872 	 105,019 	 126,873 	 156,339 	 173,820 	 183,205 	 232,459 	 124,614 	 83,321 	 75,151 	 1,670,487
　商品群別売上高※3 	
　　加工食品 	 1,073,044 	 1,033,449 	 1,034,355 	 1,060,455 	 1,063,120 	 1,022,378 	 897,415 	 902,306 	 844,324 	 726,750 	 705,155 	 9,533,084
　　ファストフード 	 481,267 	 463,432 	 429,212 	 408,672 	 372,706 	 345,226 	 321,851 	 324,197 	 332,894 	 327,501 	 324,993 	 4,275,648
　　日配食品 	 294,141 	 276,886 	 277,210 	 275,437 	 271,920 	 263,101 	 264,166 	 239,088 	 186,109 	 162,625 	 155,575 	 2,613,193
　　非食品 	 194,833 	 186,500 	 192,020 	 192,726 	 196,506 	 194,546 	 199,348 	 200,544 	 195,453 	 198,230 	 200,907 	 1,730,925
チェーン全店売上高 	 ¥	 2,043,287 	 ¥	 1,960,267 	 ¥	 1,932,798 	 ¥	 1,937,292 	 ¥	 1,904,254 	 ¥	 1,825,253 	 ¥	 1,682,782 	 ¥	 1,666,136 	 ¥	 1,558,781 	 ¥	 1,415,106 	 ¥	 1,386,630 	 $	18,152,869
　対チェーン全店売上利益率 	 3.4% 	 3.5% 	 3.6% 	 3.5% 	 3.5% 	 3.4% 	 3.3% 	 3.0% 	 3.2% 	 3.3% 	 3.2%
※1.	米ドル金額は、2017年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル＝112.56円で換算しています。
※2.	無形固定資産の減価償却費も含みます。
※3.	加盟店から報告された売上高を含んでおり、未監査です。
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財務セクション


経営陣による財務状況と業績の評価及び分析


業界の動向 2017年 2月期の経営施策


商品及びサービスの概況
2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006※ 2


小売業年間販売額 139,877 140,666 141,219 138,897 137,585 135,157 136,479 132,961 136,019 135,417 134,911


コンビニエンスストア業界
年間販売額


11,445 10,995 10,423 9,872 9,477 8,775 8,114 7,981 7,943 7,490 7,399


小売業における
コンビニエンスストアのシェア


8.1% 7.8% 7.3% 7.1% 6.9% 6.5% 5.9% 6.0% 5.8% 5.5% 5.5%


出典：経済産業省「商業動態統計調査」
※1. 小売業年間販売額・コンビニエンスストア業界年間販売額は暦年ベース
※2. 2013年3月、経済産業省により2004年以降の数値の改訂が行われ、上記数値はその修正を反映したものとしています。


2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006


コンビニエンスストア店舗数 55,636 54,505 52,725 50,234 47,801 43,373 42,347 41,724 40,745 40,405 40,183


出典：経済産業省「商業動態統計調査」


（年度） 2016 対チェーン全店
売上高比 2015 2014 2013 2012


チェーン全店売上高 2,027,504 100.0% 1,960,267 100.0% 1,932,798 100.0% 1,758,656 100.0% 1,693,435 100.0%


営業総収入 356,186 17.5% 333,856 17.0% 316,340 16.4% 298,779 17.0% 282,752 16.7%


営業総利益 325,716 16.0% 308,889 15.7% 293,938 15.2% 275,442 15.7% 258,061 15.2%


販売費及び一般管理費 268,296 13.2% 251,642 12.8% 232,972 12.1% 213,999 12.2% 198,730 11.7%


広告宣伝費 13,808 0.6% 14,705 0.7% 8,227 0.4% 9,023 0.5% 10,691 0.6%


人件費 41,527 2.0% 39,248 2.0% 36,691 1.9% 35,852 2.0% 34,931 2.1%


施設費 150,182 7.4% 142,073 7.2% 132,941 6.9% 123,444 7.0% 113,321 6.7%


その他販管費 62,779 3.1% 55,616 2.8% 55,112 2.9% 45,680 2.6% 39,784 2.3%


営業利益 57,419 2.8% 57,247 2.9% 60,966 3.2% 61,443 3.5% 59,331 3.5%


経常利益 56,459 2.7% 54,983 2.8% 61,649 3.2% 62,171 3.5% 59,459 3.5%


当期純利益 19,088 0.9% 21,802 1.1% 26,200 1.4% 33,625 1.9% 30,314 1.8%


2016 2015 2014 2013 2012 2011 2010 2009 2008 2007 2006


ローソン 2,157 2,049 1,961 1,945 1,907 1,826 1,683 1,666 1,559 1,415 1,387


セブン-イレブン・ジャパン 4,515 4,291 4,008 3,781 3,508 3,281 2,948 2,785 2,763 2,574 2,534


ファミリーマート
3,009


2,006 1,860 1,722 1,585 1,535 1,440 1,274 1,246 1,122 1,069


サークルKサンクス 975 944 951 947 980 923 902 940 902 911


4チェーン合計 9,682 9,321 8,773 8,399 7,947 7,622 6,994 6,627 6,508 6,013 5,901


4チェーン合計シェア 84.6% 84.8% 84.2% 85.1% 83.9% 86.9% 86.2% 83.0% 81.9% 80.3% 79.8%


出典：各社の公表データ
※1. 上位4チェーンの数値は年度、4チェーン合計シェアは暦年ベースのコンビニエンスストア業界年間販売額を分母として計算しています。
※2. ファミリーマートとサークルKサンクスは2016年9月1日に経営統合しました。


2016年度の日本経済は、雇用環境の改善や賃金の上昇に
より緩やかな回復基調で推移したものの、先行きの不透明感
から個人消費におきましては節約志向が根強く残るなど、小
売業を取り巻く環境は依然として厳しい状況が続きました。
こうしたなか、2016年（1月～12月）のコンビニエンス


ストア業界は、業界再編と競争激化が進むなか、大手各社の


当期は「1000日全員実行プロジェクト」を立ち上げ、次
世代コンビニエンスストアモデルの構築に向け、事業活動
を展開してまいりました。高齢化や核家族化などによるマ
チ（地域）のニーズの変化や業界再編の動きなどもあり、
コンビニエンスストア業界は大きな変化に直面しています。
当社は、当期からの３年間を重要な節目ととらえ、「1000


商品につきましては、日配食品や冷凍食品など日常的に
購入されるカテゴリーを中心とする「ローソンセレクト」の
品揃えや、和惣菜やサラダなどデリカカテゴリーの品揃えの
充実を図りました。加えて、お客さまの健康に配慮した商品
の販売にも注力しました。例えば、積極的に野菜を摂取でき
る商品として、ナチュラルローソンブランドの「グリーンス
ムージー」が女性や健康志向の強いお客さま層を中心に多く
のご支持をいただいているほか、1日の必要量の約1/2の野
菜が摂れる「肉野菜炒め弁当」も人気を集めました。また、カ
ウンターファストフードでは、従来の焼鳥より重量を約20%


増やした、ローソン史上最も大きい「でか焼鳥」を1月に発売
し、多くのお客さまから好評を得ています。
全国23カ所で展開しているローソンファームは、当社グ


ループの店舗やオリジナル商品の工場へ安全で新鮮な野
菜や果物を供給する役割を担っています。当社はローソン
ファームの適切な農場管理体制を構築するため、農業生産工
程管理手法「JGAP」の認証に取り組んでおり、7月には、当
社とローソンファーム社長会の取り組みがGAP※1の普及に
最も貢献した取り組みとして、アジアGAP総合研究所が主催
する「GAP普及大賞2016」を受賞しました。引き続き、当社グ


積極的な出店により市場が拡大し、業界全体の年間売上高が
11兆4,456億円、前年比+4.1%と好調に推移しました。12


月末現在の店舗数は5万5,636店で前年比+2.0%の増加とな
りました。また既存店売上高は、前年比+0.5%と2015年度
に引き続きプラスで推移しました。


日全員実行プロジェクト」のもと、小商圏型製造小売業と
してのビジネスモデルを進化させ、従来にないレベルに店
舗生産性を高めることにより、お客さまの生活全般のニー
ズを満たす「マチの暮らしにとって、なくてはならない存
在」を目指してまいります。


ループでは、このような取り組みを通じて、安全・安心な商品
の提供に努めてまいります。
これらの商品のほかにサービスの強化も行っており、「ギ


フトカード※2」の取扱高は、引き続き堅調に推移しています。
1月からは、世界最大級のモバイル決済サービス「支付宝


（Alipay）」と、コミュニケーションアプリ“LINE”内にある送
金・決済サービス「LINE Pay」のバーコード決済の取り扱い
を、業界で初めて全店舗で開始しました。
販売促進施策につきましては、ローソンセレクトの冷蔵・


冷凍食品各種やカウンターケース内の一部商品が10%引
きになる「ローソン得市!」を毎月開催し、お買い上げ点数
の向上に努めました。また、「おにぎり100円セール」やエ
ンタテイメント分野の強みを活かした「E-girls」や「三代目 


J Soul Brothers from EXILE TRIBE」などの「スピードく
じ」、Ponta会員限定の夕夜間ポイント5倍キャンペーンな
ど、集客効果の高い施策も展開しました。


※1 GAP:Good Agricultural Practice（農業生産工程管理手法）
※2  ギフトカード:インターネット上での決済に使用することのできるプリペイドカードの


総称


■小売業界の市場規模とコンビニエンスストア業界のシェア※1 （単位：十億円）


■コンビニエンスストア店舗数の推移 （単位：店）


■当社業績（単体）の推移 （単位：百万円）


■コンビニエンスストア全体に占める上位4チェーン※1の全店売上高 （単位：十億円）


店舗運営の状況


店舗運営につきましては、３つの徹底（①心のこもった
接客　②マチのニーズに合った品揃えの徹底　③お店とマチ
をキレイにする）の強化に加えて、要冷機器及び冷凍平台


ケースの増設や、棚を高くして棚段数を増やすなど、既存店
舗の改装を積極的に推し進め、惣菜や冷凍食品、調味料など
の品揃えを充実させました。


※2
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店舗開発の状況


出店につきましては、引き続き収益性を重視した店舗開発
に努めました。
他チェーンとの提携につきましては、株式会社セーブオン


と、前期に締結したメガフランチャイズ契約に基づき、山形
県・福島県・茨城県で展開する「セーブオン」54店舗を、順次
「ローソン」店舗に転換しました。さらに、第4四半期には群馬
県・栃木県・新潟県・埼玉県・千葉県におきましてもメガフラ
ンチャイズ契約を締結しました。同地区にある「セーブオン」
503店舗（12月末現在、長野県2店舗含む）を、2017年夏頃か
ら2018年中に順次「ローソン」店舗に転換する予定となって
います。
また、株式会社スリーエフとの間では、2月までに23店舗


の「スリーエフ」を「ローソン」店舗に転換したほか、9月に設
立した合弁会社「株式会社エル・ティーエフ」が「スリーエフ」
から「ローソン・スリーエフ」に転換された89店舗（当期末現
在）を展開しています。
一方、株式会社ポプラとの間では、両者の共同出資となる


「株式会社ローソン山陰」が、鳥取・島根地区でのエリアフラン
チャイズ事業を開始しました。同社は、株式会社ポプラが展開
するコンビニエンスストアのうち「ローソン・ポプラ」へのブ
ランド移行を希望した店舗と、当社鳥取支店・島根支店の店
舗を統合し、当期末現在で287店舗（うち「ローソン・ポプラ」
56店舗）を展開しています。
さらに、調剤薬局、ドラッグストアチェーンとの提携によ


り、一般用医薬品や化粧品、日用品などの品揃えを加え、通常
のローソンよりも多くの商品を取り揃えたヘルスケア強化型
店舗を継続して展開しています。このようなヘルスケア強化
型店舗を含めた一般用医薬品の取扱店舗数は、当期末現在で
157店舗（うち、調剤薬局併設型店舗数は41店舗）となりまし
た。また、介護相談窓口併設型店舗数は、7月に広島県で初の
ケア（介護）拠点併設型店舗となる「ローソン呉広長浜店」を加
え、当期末現在で9店舗となりました。引き続き、高齢化や健
康意識の高まりなどに対応したコンビニエンスストアモデル
の構築にも取り組んでまいります。
「ローソンストア100」につきましては、前年度に引き続き、
適量・小分けで税抜き価格が100円という商品の構成比を高
めるなど、バリューニーズに対応するとともに、お客さまから
のご支持が高かった青果の販売を強化しました。その結果、当
期の既存店売上高は前年を上回る実績となりました。
なお、当期における「ローソン」「ナチュラルローソン」


「ローソンストア100」の国内の出店数は1,143店舗、閉店数
は427店舗となり、当期末現在の国内総店舗数は13,111店舗
となりました。
また、当期末現在で、持分法適用関連会社である株式会社


ローソン高知が高知県で展開する「ローソン」が135店舗、株
式会社ローソン南九州が鹿児島県で展開する「ローソン」が
191店舗、株式会社ローソン沖縄が沖縄県で展開する「ローソ
ン」が210店舗あります。


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


総店舗数 13,111 12,395 12,276 11,606 11,130


出店数 1,143 1,007 1,010 869 938


閉店数 427 888 422 393 265


増加店舗数 716 119 588 476 673


注）（株）九九プラス、（株）ローソンマート、（株）ローソン高知、（株）ローソン沖縄、（株）ローソン南九州、（株）ローソン熊本、（株）ローソン山陰の運営する店舗数を含みます。


■国内コンビニエンスストア事業の店舗数 （単位：店）


■国内コンビニエンスストア店舗数 （単位：店）


（年度） 2016※5 期中増加店舗数※3 2015※4 2014※2


店 構成比 店 店 構成比 店 構成比


株式会社ローソン
直営店
　ローソン 248 1.9%  82 166 1.3% 123 1.0%
　ナチュラルローソン 30 0.2% 0 30 0.2% 32 0.3%
加盟店
　Bタイプ 1,306 10.0% 115 1,191 9.6% 1,286 10.5%
　Gタイプ 1,680 12.8% -141 1,821 14.7% 1,988 16.2%
　Cタイプ 8,115 61.9% 356 7,759 62.6% 7,236 58.9%
　ナチュラルローソン 111 0.8% 7 104 0.8% 84 0.7%
　ローソンストア100※1 798 6.1% -11 809 6.5% 1,151 9.4%
　小計 12,288 93.7% 408 11,880 95.8% 11,900 96.9%
株式会社ローソン山陰
直営店 5 0.0% 5 ― ― ― ―
加盟店 282 2.2% 282 ― ― ― ―
　小計 287 2.2% 287 ― ― ― ―
株式会社ローソン高知
直営店 5 0.0% 0 5 0.0% ― ―
加盟店 130 1.0% 3 127 1.0% ― ―
　小計 135 1.0% 3 132 1.1% ― ―
株式会社ローソン南九州
直営店 1 0.0% 0 1 0.0% 1 0.0%
加盟店 190 1.4% -1 191 1.5% 201 1.6%
　小計 191 1.5% -1 192 1.5% 202 1.6%
株式会社ローソン沖縄
直営店 3 0.0% 1 2 0.0% 2 0.0%
加盟店 207 1.6% 18 189 1.5% 172 1.4%
　小計 210 1.6% 19 191 1.5% 174 1.4%


国内コンビニエンスストアグループ
店舗数計 13,111 100.0% 429 12,395 100.0% 12,276 100.0%


※1. ローソンストア100の店舗数には「ローソンストア100」と「ローソンマート」を含みます。
※2. 店舗数合計には、2014年3月に単体に吸収した（株）ローソン熊本の運営する店舗を含みます。
※3.  店舗数のカウント基準を2014年度から変更したため、本表にある実績には、狭小店舗（2014年3月1日時点で82店舗）が含まれています。 なお、「期中増加店舗数」には上記の変更に


よる82店舗は除いています。また、2014年3月に、（株）ローソン熊本が運営していた24店舗を（株）ローソンに吸収するとともに、（株）ローソンにて管轄していた鹿児島県内の120店舗
を（株）ローソン南九州に移管しております。


※4. 2015年4月に（株）ローソンから128店舗を（株）ローソン高知に移管しております。
※5. 2016年11月に（株）ローソンから234店舗を（株）ローソン山陰に移管しております。


コンビニエンスストア事業におけるその他の取り組み


ホームコンビニエンスの取り組みにつきましては、ローソ
ン店舗を拠点とした注文・受取り・宅配サービス網を活用する
「オープンプラットフォーム」の構築を進め、お客さまの利便
性の向上に努めました。
物流の取り組みにつきましては、冷凍・冷蔵・常温の3つ


の温度帯を統合した物流センターを3月から稼働しました。
同センターの自社運営の取り組みなどを通じて、サプライ
チェーン全体のさらなる効率化や店舗生産性の改善を目指し
てまいります。


「ローソン型次世代コンビニエンスストア」のモデル構築
の取り組みにつきましては、「ローソンパナソニック前店」（大
阪府守口市）において、RFID（電子タグ）を使用した、業界初
となる完全自動セルフレジ機「レジロボ®」の実証実験を行い
ました。将来的には、精算時のスキャン登録をなくしたスピー
ディな精算により、お客さまの利便性の向上と複雑化する店
舗業務の効率化を目指し、生産性革命を進めてまいります。
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■既存店売上高・客数及び客単価の前年同期比推移（国内コンビニエンスストア合計）


営業数値の概況


売上高の状況について
2017年2月期のチェーン全店売上高（連結）は2兆1,579


億円（前期比+5.7％）となりました。国内店舗数が13,243


店（グループ企業全体、成城石井事業含む）と前期比728店
増加したことなどにより前期を上回りました。


2017年2月期の既存店売上高（単体）は、前期比-0.2％と


商品群別売上高（連結）につきましては、ファストフード
（前期比+3.8％）、日配食品（前期比+6.2％）、加工食品（前期比
+3.6％）、非食品（前期比+4.5％）とも前期実績を上回りまし
た。全店売上高、既存店売上高ともに前年を上回った主なカテ
ゴリーは次のとおりです。
ファストフード・カテゴリーに属する調理パンにつきまし


ては、主にポイントコレクトキャンペーンなどの販促施策が
サンドイッチなどの販売を押し上げ、売上が増加しました。
スーパーマーケット代替機能を強化すべく、店舗改装や品


揃え拡充に取り組んだ結果、日販食品カテゴリーに属する日


なり、計画に対しては0.3％ポイント下回りました。上期の
チケット販売減が大きく影響しました。
なお、社内管理数値ではありますが、チケット販売など


の影響を除いた既存店売上高前年比は、通期で100.3％と前
年を上回っております。


販食品・冷凍食品、ファストフード・カテゴリーに属するデリ
カにつきましては、いずれも前年の売上を大幅に上回りまし
た。
加工食品カテゴリーに属するソフトドリンクにつきまし


ても、レシートスタンプキャンペーンなどが奏功し、前年の売
上を上回りました。加えて、健康志向の高いお客さまにご支持
いただいている「グリーンスムージー」の販売が好調なことに
より、加工食品カテゴリーに属するチルド飲料の売上も前年
を上回りました。
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既存店売上高 客数 客単価
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99.099.2


100.6


100.5


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


既存店売上高前期比 99.8% 101.4% 99.0% 99.8% 100.0%


　客数 99.0% 100.9% 98.0% 99.0% 99.4%


　客単価 100.8% 100.4% 101.0% 100.8% 100.6%


※「ローソン」及び「ナチュラルローソン」の合計です。


■既存店売上高・客数及び客単価の前期比（単体）※


契約タイプ VL-J VL-B


土地・建物 本部が店舗を用意 加盟店の土地・建物を活用


契約店 新店または、営業中の直営店 加盟店の土地・建物


契約期間 オープンより10年間


必要経費 契約時必要資金※4 加盟金： 100万円（税抜き）
内　訳： 契約金25万円（税抜き）／研修費25万円（税抜き）／開店準備手数料50万円（税抜き）


その他諸経費 開店準備金：約50万円（つり銭・営業許認可料等）


投資
店舗建設・内装 本部負担 加盟店負担


営業什器 本部負担


最低保証※5 年間2,040万円 年間2,220万円


本部収入※5


【スライドチャージ制】総荒利益高に対して（月間）
1円～ 300万円部分 27%
300万1円～ 350万円部分 68%
350万1円～ 450万円部分 62%
450万1円以上 48%


総荒利益高に対して
チャージ率27%


加盟店サポート
（加盟店営業費の一部本部負担）


月間商品売上高に対する見切・処分額の次の率の範囲において
所定の負担率を乗じた合計金額の原価相当を本部が負担
　• 1.5%を超え、2.0%以下の部分： 30%
　• 2.0%を超えた部分：60%
ただし一月当たりの本部負担額は上限10万円


̶


※4. 上記は加入時加盟店から本部へ支払われる金額です。
※5. 最低保証及び本部収入は24時間営業店舗の場合です。


■ローソンストア100の契約タイプの概要


（従来）
契約タイプ C G B


契約期間 店舗オープン日より10年間


FC加盟店オーナー要件 20歳以上、店舗専従者2名


土地・建物 本部が用意 加盟店が用意


店舗建設・内装費用投資 本部が負担 加盟店が負担


看板、営業什器 本部が用意


契約時必要資金※1
加盟金 150万円（契約金50万円、研修費50万円、開店準備手数料50万円）（税抜き）


出資金 150万円（商品代金の一部）


加盟店が差し入れる営業保証金 不要 平均月間売上高×2カ月分 不要


本部収入※2 総荒利益高×50% 総荒利益高×45% 総荒利益高×34%


水道光熱費の負担 加盟店


最低保証（年間）※2（千円） 21,000 22,200 22,200


（新契約）
契約タイプ Cn B4


契約期間 店舗オープン日より10年間
FC加盟店オーナー要件 20歳以上、店舗専従者2名
土地・建物 本部が用意 加盟店が用意
店舗建設・内装費用投資 本部が負担 加盟店が負担
看板、営業什器 本部が用意
契約時必要資金※1 加盟金 150万円（契約金50万円、研修費50万円、開店準備手数料50万円）（税抜き）


見切・処分額の一部負担


商品売上高に対する次の率の範囲において、所定の負担率を乗じた合計
金額の原価相当額を本部が負担
• 2.0%を超え、3.0%以下の部分： 20%
• 3.0%を超え、4.0%以下の部分： 30%
• 4.0%を超えた部分： 55%


̶


本部収入※2


総荒利益高に対して次の率を乗じた金額
• 300万円以下の部分： 45%
• 300万円を超え、450万円以下の部分： 70%
• 450万円を超えた部分： 60%


総荒利益高×34%


水道光熱費の負担 電気代及び店内空調に係る光熱費の50%を本部が負担※3 加盟店
最低保証（年間）※2（千円） 18,600 22,200


※1. 上記は加入時加盟店から本部へ支払われる金額です。それ以外に、加盟店は開業時つり銭等合わせて約50万円を別途用意する必要があります。
※2. 本部収入及び最低保証は24時間営業店舗の場合です。
※3. 本部が負担する金額の上限は1カ月当たり25万円までです。


■ローソンの契約タイプの概要







9 　Lawson, Inc. MD&A 2017 Lawson, Inc. MD&A 2017 　10


財務セクション


損益計算書（連結）各項目の状況について


その他の事業


営業総収入
売上高、FC加盟店からの収入、その他の合計で構成され


る営業総収入につきましては、計画に対して107億円少な
く、前期より478億円増加の6,312億円となりました。この
うち、売上高は2,541億円で、前年より増加しました。これ
は、単体の出店に伴う店舗数の増加や加盟店からの収入が
2,753億円と増加したこと、単体直営店の増加や会計期間の
変更により14カ月決算となった成城石井の売上増などによ
るものです。


販売費及び一般管理費
連結ベースの販売費及び一般会計費は、前期より282億


円増加し、3,832億円となりました。計画に対しては約30億
円少なくなりました。前年比増となったのは、主に単体が約
166億円増加したことと、株式会社成城石井が14カ月決算で
約46億増加したことによるものです。
単体ベースの販売費及び一般管理費は2,682億円と、前年


より166億円（前年比+6.5%）増加しましたが、計画よりも
約26億円少なくなりました。
広告宣伝費（単体）は138億円となりました。生活支援の


取り組みに対する品揃え支援費用などで上期は前年を上回り
ましたが、下期に効率的な経費コントロールを実施したこと
などにより、通期では前年より約9億円少なくなりました。
人件費（単体）は415億円となりました。人員増などによ


り前年より22億円増加しましたが、ほぼ計画どおりでした。
ITコスト（単体）は93億円となりました。運用費の削減やハー
ドウェアのリースアップなどの影響に加え、次世代システム


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


ファストフード（構成比率） 481,267 23.6% 463,432 23.6% 429,212 22.2% 408,672 21.1% 373,385 19.6%


日配食品（構成比率） 294,141 14.4% 276,886 14.1% 277,210 14.4% 275,437 14.2% 272,312 14.3%


加工食品（構成比率） 1,073,044 52.5% 1,033,449 52.7% 1,034,355 53.5% 1,060,455 54.7% 1,064,133 55.8%


　（うちたばこ）（構成比率） 487,271 23.9% 476,176 24.3% 482,750 25.0%  459,100 23.7% 496,971 26.1%


食品計（構成比率） 1,848,452 90.4% 1,773,767 90.4% 1,740,778 90.1% 1,744,564 90.1% 1,709,830 89.7%


非食品（構成比率） 194,833 9.5% 186,500 9.5% 192,020 9.9% 192,726 9.9% 196,716 10.3%


チェーン売上高合計（構成比率） 2,043,287 100.0% 1,960,267 100.0% 1,932,798 100.0% 1,937,292 100.0% 1,906,547 100.0%


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


ファストフード 38.4% 38.4% 38.9% 38.9% 38.4%


日配食品 34.0% 34.0% 34.1% 34.1% 34.4%


加工食品 24.1% 24.0% 24.1% 24.0% 23.9%


非食品 49.1% 49.7% 48.9% 47.7% 45.6%


総荒利益率 31.4% 31.3% 31.3% 31.0% 30.5%


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


収納金額（百万円） 2,132,450 2,088,693 2,073,049 1,979,384 1,879,679


取扱件数（百万件） 202.0 198.3 198.9 196.1 190.4


手数料収入（百万円） 10,788 10,671 10,779 10,585 10,192


分類 内容


ファストフード 米飯・麺・調理パン（サンドイッチ等）・デリカ・ファストフード等


日配食品 ベーカリー・デザート・アイスクリーム・生鮮食品 等


加工食品 飲料・酒類・たばこ・加工食品・菓子 等


非食品 日用品・本・雑誌・ギフトカード 等


■商品群別売上高の推移（国内コンビニエンスストア事業、チェーン全店） （単位：百万円）


■チェーン全店：商品別総荒利益率の推移（単体）※


■チェーン全店： 収納代行業務の状況（単体）※


■商品群の内訳


当社グループには、国内コンビニエンスストア事業以外
にエンタテイメント関連事業、成城石井事業、海外事業、金融
サービス関連事業などがあります。
エンタテイメント事業関連事業につきましては、中核をな


す株式会社ローソンHMVエンタテイメントが、引き続き業
界トップクラスのチケット取扱高を維持するとともに、音楽
CD、DVD等を販売する「HMV」は、アナログレコードとCD


の中古専門店「HMV record shop」の2店舗目を新宿にオープ
ンし、好評を得ています。当期末現在のHMVの店舗数は55店
舗となりました。今後ともエンタテイメント事業の領域を拡
大するなど、これまで以上にお客さまのニーズに応える商品、
サービスの充実を図ってまいります。また、ユナイテッド・シ
ネマ株式会社は、4月に、映画を鑑賞しながら、食事を楽しむ
新しいスタイルの映画館「プレミアム・ダイニング・シネマ」を
日本で初めて福岡市にオープンしました。当期末現在では、全
国38サイト、340スクリーンの映画館（運営受託を含む）を
展開しています。
成城石井事業につきましては、直営店舗数が、当期末現在


で132店舗となりました。売上は引き続き好調に推移し、4月
には、アトレ恵比寿西館に「成城石井」と「Le Bar a Vin 52」の
一体型店舗を初めてオープンしました。商品につきましては、
新たにプライベートブランド（PB）「desica（デシカ）」を立ち
上げ、その販売は好調に推移しています。また、「成城石井」で
販売しているワインの「ナチュラルローソン」での展開や、菓
子の共同輸入、ナッツ、カップスープなどの共同開発など、国


内コンビニエンスストア事業との協業を推進しました。引き
続き、2月に創業90周年を迎えた株式会社成城石井のブラン
ド力や企業価値の向上に努めるとともに、同社が持つ商品開
発力、製造小売業としてのノウハウ、販売手法などの強みを国
内コンビニエンスストア事業の強化に繋げてまいります。
なお、株式会社成城石井は当期において決算期を変更して


います。決算期の変更に伴い、セグメント利益は14カ月分の
集計を行っています。
海外事業につきましては、中華人民共和国、タイ、インドネ


シア、フィリピン、米国ハワイ州において、各地域の運営会社
が「ローソン」店舗を展開しております。中華人民共和国にお
きましては、日系のコンビニエンスストアとして初めて上海
に進出してから7月で20周年を迎えており、5月には、湖北省
武漢市に新たに進出しました。また、2月には、中華人民共和
国内の店舗数が合計で1,000店舗を突破しました。
金融サービス事業を営む株式会社ローソン・エイティエ


ム・ネットワークスは、ローソン店舗などへのATMの設置台
数が増加しました。新たな金融機関との提携も推し進め、当期
末現在でサービスを提供している金融機関数はネット銀行も
含め全国で87金融機関（前期比7金融機関増）、全国のATM設
置台数は11,912台（前期末比711台増）となりました。また、
11月には、これまで展開してきた金融サービスを基盤とし、
関係当局の許認可等を前提に銀行の設立準備を進めるため、
ローソンバンク設立準備株式会社を設立しました。


商品群別総荒利益率の状態（単体）※


総荒利益率は、31.4%と前年を0.1%ポイント上回りまし
たが、計画に対して0.1%ポイント下回りました。これは、荒
利益率の低いたばこの売上が計画を上回る一方で、荒利益率
が高いカウンターファストフードの売上が計画に届かなかっ


たことによるものです。また、たばこ以外の商品カテゴリーの
総荒利益率につきましては、前年横ばいとなっています。


※「 ローソン」及び「ナチュラルローソン」の合計です。
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●貸借対照表の状況について
流動資産
流動資産は、前期末に比べ250億円（前期末比+11.1％）


増加し、2,492億円となりました。これは主に加盟店貸勘定
が94億円、未収入金が106億円増加したことなどによるも
のです。


固定資産
固定資産は、前期末に比べ382億円（前期末比+6.5％）


増加し、6,172億円となりました。これは主に、新規出店な
どに伴い建物及び構築物など有形固定資産が217億円、次世
代システム関連投資によりソフトウェアなど無形固定資産が
102億円増加したことなどによるものです。この結果、総資
産は前期末と比べ633億円増加し、8,665億円となりました。


流動負債
流動負債は、前期末に比べ371億円（前期末比+11.6％）増


加し、3,567億円となりました。これは主に短期借入金が
291億円増加したことなどによるものです。


固定負債
固定負債は、前期末に比べ131億円（前期末比+6.2％）


増加し、2,237億円となりました。これは主に、リース債務
が119億円増加したことなどによるものです。この結果、負
債合計は前期末に比べ503億円増加し、5,805億円となりま
した。


純資産
純資産は前期末比129億円（前期比末+4.7％）増加し、


2,859億円となりました。これは主に、利益剰余金が105億
円増加したことなどによるものです。この結果、自己資本比
率は31.7％（前期末は32.9％）となりました。


●貸借対照表における特徴的な勘定科目について
当社の財務諸表の特徴的な勘定科目は以下のとおりです。


加盟店貸勘定
当社は各FC加盟店から発注された商品を一括して仕入


れ、FC加盟店の代わりに個々の仕入先に対する支払金額を
計算し、支払いを代行しています。本部はその代金を「売上
債権:加盟店貸勘定」としてFC加盟店から回収します。
加盟店貸勘定は、主にこのようなFC加盟店の本部に対す


る債務を指します。2017年2月末は、前期末比94億円増加
の399億円となりました。


売上債権その他
取引先からの未収入金等は「売上債権その他」に含まれま


す。これには、FC店舗分（FC店のカード売上代金等）も含ま
れます。なお、買掛につきましては、直営店分とFC店舗分を買
掛金と加盟店買掛金に勘定科目を分けていますが、カード売
上に伴うカード会社との契約は当社が契約主体であり、カー
ド会社に対する債権はすべて当社の債権ですので、「売上債権
その他」につきましては、勘定科目一本で表示しています。


2017年2月末の当該科目は、前期末比106億円増加の783


億円となりました。


長期貸付金
主に家主（店舗の土地・建物所有者）への建設協力金、


FC加盟店への本部融資等です。出店に関して家主へ差し入
れる資金につきましては、以前は差入保証金勘定に仕訳し
ていましたが、現在は長期貸付金となっています。2017年
2月末の当該科目は、前期末比36億円増加の444億円となり
ました。


差入保証金
当社では店舗の賃借契約において、賃借料の数カ月分の


保証金を家主に差し入れています。前期末比31億円増加の
955億円となりました。


加盟店借勘定
本部のFC加盟店に対する債務を指します。すべてのFC加


盟店は日々の売上金等を本部に送金しており、「売上債権:加
盟店貸勘定」を超過する場合があります。その場合は、連結
貸借対照表に債務残高として「仕入債務: 加盟店借勘定」を
計上します。加盟店借勘定は、前期末比3億円減少の16億円
となりました。


預り金
公共料金等の収納代行に関する預り金と、コンサート等


のチケット代金の預り金が中心です。取扱件数や取扱企業数
の増加により、収納代行金額は+2.1%増加の2兆1,324億円
と、引き続き増加しています。2017年2月末の当該科目は、
前期末比12億円増加の1,031億円となりました。


加盟店預り保証金
Gタイプ契約のFC加盟店オーナーが本部に差し入れる保


証金です。2012年3月から新FCパッケージCnタイプの契約
開始とともに、新規でのGタイプの契約は終了しておりま
す。再契約ならびに契約終了に伴うFC加盟店への返金によ
り、加盟店預り保証金は前期末比19億円減少の255億円と
なりました。


税金等調整前当期純利益
営業利益、経常利益が増益となる一方、店舗の減損損失


額が計画よりも拡大したことなどにより、連結特別損益がマ
イナス145億円と前期より損失額が3億円増加しました。こ
れらにより、連結税金等調整前当期純利益は前期より30億
円（前期比+5.5%）増加し、584億円となりました。


当期純利益
これらの結果、親会社株主に帰属する当期純利益は前期


より50億円（前期末比+16.0%）増加し、364億円となりま
した。1株当たり当期純利益は363.96円となりました。


標準課税が8億円増加したことなどもあり、前年より86億円、
計画より28億円多くなりました。
なお、販売管理費の連単差は1,149億円と、前年より116億


円多くなりましたが、計画に対しては、4億円下回りました。
これは成城石井や海外事業における販売管理費が計画を下
回ったことなどによるものです。


営業利益
営業利益は、737億円（前期比+1.6%）と前期より12億


円増加しました。ローソン単体の営業利益が前年並みとなっ
たほか、成城石井など子会社が利益に貢献しました。しかし、
国内コンビニエンスストア事業の売上や総荒利益率が計画に
届かなかったことが大きく、計画より22億円下回りました。


経常利益
経常利益は730億円と前期より33億円（前期比+4.8％）


の増益となり、ほぼ計画どおりでした。営業外損益が為替差
損の縮小や閉店に伴う解約損の減少などを受けて前年より
21億円改善し、また当初計画よりも閉店数が少なかったこ
となどから計画比では22億円損失額が縮小し、7億円の減少
にとどまったためです。


開発の一部スケジュール変更などもあったことから、前年を
20億円、計画を14億円下回りました。施設費（一部ITコスト
など除く）（単体）は店舗数増加を背景に1,443億円と前期よ
り87億円増加しましたが、計画を17億円下回りました。
残りの経費（単体）につきましては、新FCパッケージにお


ける本部の経費負担額が前年より36億円増加したほか、外形


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


人件費 73,893 68,994 60,847 58,990 60,013


　構成比率 19.2% 19.4% 20.3% 20.3% 21.7%


広告宣伝費 30,594 29,461 16,718 17,734 16,607


　構成比率 7.9% 8.3% 5.6% 6.1% 6.0%


地代家賃 115,926 108,795 96,877 89,485  84,578


　構成比率 30.2% 30.6% 32.3% 30.8% 30.6%


動産リース料 2,149 2,763 3,579 4,494 5,914


　構成比率 0.5% 0.8% 1.2% 1.5% 2.1%


減価償却 55,516 49,157 41,788 47,889 43,886


　構成比率 14.5% 13.8% 14.0% 16.5% 15.9%


　有形固定資産減価償却費※ 44,652 40,270 32,959 37,872 34,030


　　構成比率 11.6% 11.3% 11.0% 13.0% 12.3%


　無形固定資産償却費 10,864 8,886 8,830 10,017 9,856


　　構成比率 2.8% 2.5% 3.0% 3.5% 3.6%


その他 105,182 95,791 79,506 71,892 65,315


　構成比率 27.4% 27.0% 26.6% 24.8% 23.7%


合計 383,260 354,961 299,315 290,483 276,314


　構成比率 100% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%


■販売費及び一般管理費の主な内訳 （単位：百万円）


貸借対照表（連結）各項目の状況について
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キャッシュ・フロー


資本政策：配当及び自己株式消却


営業活動によるキャッシュ・フローは、主に売上債権、
仕入債務の増減の影響などにより、998億の収入と、前期比
123億円減少しました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の


取得及び無形固定資産の取得による支出の増加などにより、
762億の支出と、前期比75億円増加しました。


す。それにより、余剰資金が社内にムダに保有されることな
く、資本効率の改善を図ることが当社の資本政策の基本概念
です。なお、2018年2月期の1株当たり配当金は、5円増配
の255円を予定しています。
自己株式取得につきましては、2002年2月期から2005年


2月期の4年間に、約430億円の自己株式を取得し、消却し


当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策の一
つと位置づけており、投資家の当社に対する収益期待を反映
した資本コストの水準を意識して経営を行っています。
そのため、資本コストを超えるROIをもたらす事業を選別


して行うべく、資本効率を表す指標の一つであるROE（株
主資本利益率）を最も重要な経営指標として掲げています。
当社は、中長期的に持続可能な企業成長に向けて、高い


収益性の見込める投資を峻別して実行してまいります。その
結果として、営業キャッシュ・フローを持続的に高めること


財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純増
減額の増加などにより、256億円の支出と、前期比245億円
減少しました。
これらの結果、2017年2月末の現金及び現金同等物残高


は、前期末比21億円減少の676億円となりました。


ました。また、2007年10月から2008年1月にかけても、約
210億円（約530万株）の自己株式を取得し、2008年2月に
計500万株の自己株式消却を実施しました。今後につきまし
ても、ROE向上の一つの手段として、自己株式取得と消却
につきましては、引き続き検討していきます。


で、フリー・キャッシュ・フローを創出し、財政状態の安全
性を保持してまいります。また、当社が適正と考える資本構
成に基づき、利益配当や自己株式取得及び消却を実施し、
資本コストを越える資本効率を追求することで、中期的に
ROEの向上を目指しています。
配当政策につきましては、特に配当性向をターゲットと


して設定していません。持続的成長のために必要な投資を
行った上で、当社が創出する潤沢なフリー・キャッシュ・フ
ローを株主に還元するべく、安定的な配当を目指していま


■1株当たり年間配当金／配当性向
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（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


有形固定資産減価償却費 44,792 40,396 32,977 37,872 34,030


無形固定資産償却費 11,406 8,897 8,849 10,017 9,856


減価償却費計 56,199 49,293 41,826 47,889 43,886


■減価償却費の内訳 （単位：百万円）


設備投資等（出資・融資ならびに、リース物件の取得価格相当額を含む）


2017年2月期における連結設備投資額の合計は、前期比
130億円増加の1,197億円となりました。
新店投資につきましては、出店数が前年より多かったこ


となどにより、前期比71億円増加の475億円となりました。
既存店投資につきましては、前期比5億円増加し、72億円と
なりました。システム関連投資につきましては、主に次世代
システム関連投資などにより、前期比34億円増加し、192


億円となりました。リースにつきましては、生活支援強化の
ための改装を積極的に実施したことなどにより、前期比45


億円増加し、426億円となりました。出資・融資につきまし
ては、前期比26億円減少し、15億円となりました。
主な設備投資の内訳は次のとおりです。


（年度） 2016 2015 2014 2013 2012


新店投資 47,594 40,460 49,014 32,230 33,133


既存店投資 7,233 6,727 5,840 7,078 8,769


システム関連投資 19,261 15,882 8,218 5,362 5,907


その他投資 1,464 1,466 2,752 2,067 3,238


投資小計 75,554 64,535 65,823 46,736 51,047


出資・融資 1,594 4,122 42,610 5,189 1,550


リース※ 42,634 38,089 32,818 32,107 24,765


合計 119,784 106,747 141,251 84,032 77,361


※ リースは各会計期間に取得したリース物件の取得価額相当額を記載しています。2016年2月期のリース債務の返済による支出は、30,054百万円です。


■設備投資の状況 （単位：百万円）


2017年2月期の連結業績には、連結子会社20社、持分法適
用関連会社3社の計23社の業績が含まれています。当社の子
会社・関連会社は、大きく分けて国内コンビニエンスストア事
業、成城石井事業、エンタテイメント関連事業、海外事業、金融
サービス関連事業の5つに分類されます。主な当該連結対象
会社の事業内容及び業績は次のとおりです。


株式会社ローソンストア100（連結子会社）
2013年11月14日に設立された同社は、2014年2月1日付


で吸収分割により、株式会社九九プラスの店舗運営や商品開
発などオペレーション機能を承継しており、当社はローソン
ストア100事業（ローソンマート含む）のFC契約を含む店舗
関連資産を承継しました。2016年3月に（株）ローソンマー
トから商号を変更しました。
ローソンストア100のお店は、スーパーマーケットの「幅広


い品揃え」、コンビニエンスストアの「利便性」、100円ショッ
プのわかりやすい「均一価格」という3つのバリューで、単身
者・主婦を中心に、お子さまから高齢者まで幅広い層のお客さ
まのニーズにお応えしています。


2017年2月期につきましては、期末店舗数は798店となり、


業績につきましては、営業利益は5億円と前期比+45.3％の増
益となりました。


株式会社SCI（連結子会社）
当社は、「小商圏型製造小売業」実現のため、当社自体が主


導権をもってサプライチェーンの商流に入り、製造や物流に
おける効率化を図るため、2012年7月にSCM機能子会社SCI


を設立しました。原材料の調達から、製造、物流、そして店舗に
至るまでのサプライチェーンの間で生じる廃棄や二重作業等
のムダを減らし、サプライチェーンの川上から川下まで一貫
した製造小売業モデルをつくり上げることを目的としており
ます。このSCM構造改革で生み出した付加価値を商品の競争
力向上とFC加盟店オーナーへの販売促進支援に活用すると
ともに、中期的にはこのノウハウを活用して、当社グループ以


（年度） 2017.2 2016.2 2015.2


営業総収入 48,111 50,675 78,232


営業利益 545 375 1,763


当期純利益 441 286 985


※2013年2月から連結対象


■株式会社ローソンストア100 （単位：百万円）


主な連結子会社・持分法適用関連会社の概況
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品開発力、製造小売業としてのノウハウ、販売手法などの強み
を国内コンビニエンスストア事業の強化に繋げています。


2017年2月期につきましては、4月にアトレ恵比寿西館に
「成城石井」と「Le Bar a Vin 52」の一体型店舗を初めてオープ
ンしました。新たにPB「desica（デシカ） 」を立ち上げ、その
販売は好調に推移しております。また、「成城石井」で販売して
いるワインの「ナチュラルローソン」での展開や、菓子の共同輸
入、ナッツ、カップスープなどの共同開発など、国内コンビニエ
ンスストア事業との協業を推進しました。
業績につきましては、会計期間変更により14カ月決算と


なったことから、営業利益は77億円と前期を20億円上回り、
前期比+34.5％の増益となりました。


株式会社ローソンHMVエンタテイメント（連結子会社）
同社は、ローソン店舗内のマルチメディア情報端末「Loppi」


やウェブサイトの「ローチケ.com」を中心に、コンサート、ス
ポーツ、演劇及び映画等のチケットを販売、特に、J-POPやス
ポーツ等のチケット販売に強みをもっており、チケット取扱高
では業界トップクラスであり、順調に業容を拡大しております。
同社は1992年にチケット販売を主要事業とする株式会社


リザ・ジャパンとして設立され、1996年に株式会社ローソン
チケットに社名を変更し、1997年には当社の連結子会社と
なりました。


2009年3月には、ローソンチケットの顧客接点と、当社
100%子会社であった株式会社アイ・コンビニエンスがもつEC


事業のノウハウや仕組みを最大限に活用するために、ローソン
チケットを存続会社としてアイ・コンビニエンスを吸収合併し
ました。2009年7月には、社名を株式会社ローソンエンターメ
ディアに変更しました。また、同社は大阪証券取引所JASDAQ


市場に株式を上場していましたが、2010年6月に上場を廃止
し、7月に株式交換により当社の100%子会社となりました。


2011年9月には、将来的なエンタテイメント・Eコマース事
業でのシナジーをより発揮するため、株式会社ローソンエン
ターメディアと当社子会社のHMVジャパン株式会社※を合併
し、社名を株式会社ローソンHMVエンタテイメントに変更し
ました。今後、ECビジネスにおける確固たる基盤を活かしつ
つ、今まで同一アーティストのコンサートチケットとCDを
別々に買っていたお客さまに、ワンストップショッピングの
利便性を提供できるようになり、CD音楽業界におけるHMV


ブランドの競争力と、チケット業界におけるローソンチケッ
トのステイタスとの相乗効果が期待できます。
なお、同社の収益構造につきましては、チケット販売取扱


■株式会社成城石井 （単位：百万円）


（年度） 2017.2 2015.12 2014.12


営業総収入 85,824 68,993 17,881


営業利益 7,795 5,795 1,547


当期純利益 4,616 2,625 1,086


※2014年10月から連結対象


外への原材料や商品の外販ビジネスをも拡大していきます。
2017年2月期の業績につきましては、営業利益は18億円と


前期比-21.3％の減少となりました。


株式会社ローソン山陰（連結子会社）
2016年9月、当社は広島市に本社を置く株式会社ポプラと


の共同出資により株式会社ローソン山陰を鳥取県米子市に設
立、同年11月からエリアフランチャイズ事業を開始しました。
2015年11 月にオープンした先行実験店2店舗に加え、鳥取
県、島根県、山口県の52店舗を「ローソン・ポプラ」へ移行し、既
存の鳥取県、島根県のローソン店舗を合わせた287店舗をロー
ソン山陰が運営します。「ローソン・ポプラ」は、ローソンのFC 


パッケージ採用のもと、ポプラの店内調理弁当「ポプ弁」の販
売等を行う機能強化型店舗です。先行実験店2店舗では、女性
やシニアの集客に強い当社と男性の集客に強いポプラの高い
シナジー効果により売上高は好調に推移しています。


2017年2月期における4カ月間の実績は、立ち上げ時の経費
発生などもあり、約6千万円の営業損失となりました。


株式会社ローソン沖縄（持分法適用関連会社）
2009年1月、当社は沖縄県最大の総合小売業を展開する株


式会社サンエー（以下、サンエー社）と、沖縄県内での業務提
携契約を締結しました。当社は、沖縄県で圧倒的な顧客支持を
得ているサンエー社と提携することにより、独自の生活習慣
や食の嗜好をもつ沖縄において、より地域に密着した展開を
図り、地域に合った商品及び店舗づくりを目指します。その
ため、2009年10月には、当社の100%子会社として株式会社
ローソン沖縄を設立しました。その後、2009年12月に、同社
の発行済株式総数の51%をサンエー社に譲渡し、合弁事業とし
て運営することとなりました。


2017年2月期につきましては、期末店舗数は210店となり、
業績につきましては、営業利益は16億円と前期比+16.4%


の増益となりました。引き続き、同社を通じて、地域のニーズ
に応えられるお店づくりを推進し、沖縄県におけるローソン


（年度） 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2


取扱高 256,143 191,299 87,638 74,460


営業利益 1,860 2,365 1,128 509


経常利益 2,065 2,369 1,128 510


当期純利益 1,395 1,423 687 300


※2012年9月から連結対象


■株式会社SCI （単位：百万円）


■株式会社ローソン山陰
 （単位：百万円）


（年度） 2017.2


営業総収入 2,460


営業利益（損失） （56）


当期純利益（損失） （75）


※2016年11月から損益を取り込み


高から生ずる手数料が収入の中心となっており、手数料を主
とする営業総収入勘定は、連結ベースの損益計算書では、その
他の営業収入に計上されます。


2017年2月期につきましては、アナログレコードとCDの
中古専門店「HMV record shop」の2店舗目を新宿にオープン
し、HMVの期末店舗数は55店となりました。業績につきま
しては、営業利益は21億円と前期比-14.1％の減益となりま
した。これは主に、次世代チケットシステム関連の償却費が増
加したことによるものです。
※  HMVジャパン株式会社（2011年8月末まで連結子会社）は、「HMV」ブランドとしてCD・


DVD販売を行っていました。1990年に設立され、渋谷に第1号店を出店しました。1999
年には「HMV Online」をオープンし、現在のECビジネスをスタートしました。2007年に
大和証券エスエムビーシープリンシパル・インベストメンツ株式会社が間接保有も含め
て100%保有する、有限会社HMVジャパン・ホールディングスが全株式を取得しました。
2010年12月、当社のエンタテイメント事業を強化し、株式会社ローソンエンターメディ
アとのシナジー効果を発揮するため、当社は有限会社HMVジャパン・ホールディングス
から全株式を取得しました。


株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス（連結子会社）
同社は2001年に三菱商事株式会社、提携銀行、当社の出資


により、ローソン店舗のATM（現金自動預払機）関連業務を
行うために設立されました。同年から、ローソン店舗の一部に
ATMを設置し、ATMサービスを開始しました。同社のATM事
業は、各提携銀行と合意した地域のローソン店舗に、共同型
ATM設備を設置するものです。同社の主な収入は、銀行から
のATM運用受託手数料となっており、これらは、連結損益計
算書のその他の営業収入に計上されています。主な経費は、オ
ペレーションセンターの委託費、ATM回線費、ATMリース
料等となっています。


2017年2月期の業績につきましては、営業利益は59億円と
前期比-3.1％の減益となりました。
今期も新たな金融機関との提携を増やし、2017年2月末


現在でサービスを提供している金融機関数はネット銀行も含
め全国で87金融機関（前期末比+7金融機関）、全国のATM設
置台数は11,912台（前期末比+711台）となりました。


ユナイテッド・シネマ株式会社（連結子会社）
2014年8月、当社はローソンHMVエンタテイメントが新た


に設立したローソンHMVエンタテイメント・ユナイテッド・シ
ネマ・ホールディングス株式会社を通じて、映画事業を展開す


（年度） 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2


営業総収入 50,423 50,205 46,018 45,314 45,481


営業利益 2,119 2,469 3,094 2,819 2,446


当期純利益 1,466 1,644 2,918  2,450 2,450


■株式会社ローソンHMVエンタテイメント （単位：百万円）


（年度） 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2


営業総収入 25,722 24,688 23,567 24,188 23,975


営業利益 5,991 6,188 5,935 6,089 4,753


当期純利益 3,857 3,877 3,605 3,690 2,712


■株式会社ローソン・エイティエム・ネットワークス （単位：百万円）


チェーンの発展を図ります。


株式会社ローソン南九州（持分法適用関連会社）
2013年5月、当社は100%出資子会社として株式会社ローソ


ン南九州を設立、同年8月から鹿児島県におけるローソン事業
の展開を開始しました。その後、2014年3月に南国殖産株式
会社が51%資本参加（当社出資比率は49%）するとともに、同
社は、当社の鹿児島県における事業を吸収し、合弁事業として
鹿児島県におけるローソン店舗を運営することとなりました。


2017年2月期につきましては、期末店舗数は191店となり、
業績につきましては、営業利益は1億円と前期の損失から黒
字化しております。引き続き、同社を通じて、地域のニーズに
応えられるお店づくりを推進し、鹿児島県におけるローソン
チェーンの発展を図ります。


株式会社ローソン高知（持分法適用関連会社）
2014年12月、高知県を中心にスーパーマーケットを展開


しており、株式会社スリーエフ中四国の親会社である株式会
社サニーマートと企業FC契約を締結し、サニーマートの運営
するスリーエフ店舗を順次ローソン店舗に転換いたしまし
た。2015年4月には両社による合弁会社（出資比率は当社
49%、サニーマート51%）として株式会社ローソン高知を設
立し、同社が高知県内のすべてのローソン店舗を運営するこ
ととなりました。2017年2月期につきましては、期末店舗数
は135店となり、業績につきましては、営業利益4億円と前期
比+7.6％の増益となりました。
引き続き、同社を通じて、地域のニーズに応えられるお店づ


くりを推進し、高知
県におけるローソン
チェーンの発展を図
ります。


株式会社成城石井（連結子会社）
2017年2月に創業90周年を迎えた株式会社成城石井は、ブ


ランド力や企業価値の向上に努めるとともに、同社が持つ商


（年度） 2017.2 2016.2 2015.2 2014.2 2013.2


営業総収入 6,509 5,605 4,674 4,199 3,954


営業利益 1,637 1,407 1,183 1,051 924


当期純利益 1,081 954 738 792 799


■株式会社ローソン沖縄 （単位：百万円）


（年度） 2017.2 2016.2 2015.2


営業総収入 4,007 3,756 3,595


営業利益（損失） 94 （183） （422）


当期純利益（損失） （93） （591） （472）


※2014年3月から損益を取り込み


■株式会社ローソン南九州 （単位：百万円）


■株式会社ローソン高知 （単位：百万円）


（年度） 2017.2 2016.2


営業総収入 4,482 4,208


営業利益 463 430


当期純利益 298 286


※2015年4月から損益を取り込み
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るユナイテッド・シネマ株式会社（以下UC社）の持株会社であ
るユナイテッド・エンターテインメント・ホールディングス株式
会社の全株式を取得しました。業界第3位のUC社を加えること
で、総合エンタメ流通企業としてコンテンツホルダーへのサー
ビス強化を図るほか、映画コンテンツとのタイアップやロー
ソン・HMV・EC・映画館との相互送客により既存事業の集客力
アップを図っています。


2017年2月期につきましては、4月に映画を鑑賞しながら食
事を楽しむ新しいスタイルの映画館「プレミアム・ダイニング・
シネマ」を日本で初めて福岡市にオープンしました。当期末現在
で、全国38カ所、340スクリーンの映画館（運営受託を含む）を
展開しています。業績につきましては、営業利益は24億円で前
期を1億円上回りました。会計期間の変更により、前期の14カ月
決算に対し、当期は12カ月決算となったものの、ヒット作に恵ま
れたことや経費コントロールの強化により増益となりました。


上海羅森便利有限公司（連結子会社）
当社は1996年に日本のコンビニエンスストア企業とし


ては初めて中国に進出し、上海市に当社70.0%、上海市政府
関連企業である中国華聯（集団）有限公司（以下「華聯集団」）※


30.0%の合弁企業である同社を設立しました。
2004年に、好立地物件の獲得、従業員のモチベーション向


上を目指し、当社が所有する同社の株式（持分比率70.0%）
のうち、21.0%を華聯集団※に譲渡し、当社の持分比率は
49.0%となりました。2011年9月に、中国（上海市）の経済環
境が変化したことを受け、日本型コンビニエンスストアのコ
ンセプト強化を目指し、株式を追加取得し経営権移譲を行い
ました。その結果、同社への出資比率は85.0%となり、同社は
連結子会社となりました。これは、当社として中国事業を強
化・拡大する上で、グループ内リテール部門の再編を進めてい
る百聯集団有限公司（以下「百聯集団」）※との合意に至り、よ
り商品開発力・接客・クリンリネスレベルが高い日本式コンビ
ニエンスストアの展開を加速するために行ったものです。
その後、出資比率を引き上げ、2017年2月末現在、同社へ


の出資比率は100.0%となっています。なお2017年2月に商
号を上海華聯羅森有限公司から変更しています。
同社は今後、中国における経済の中心地である上海の店舗


レベルを高め、日本と同様に出店判断となるROI基準を重視
しつつ、ストアブランド力向上を目指します。
　2017年2月末の店舗数は665店舗となっています。


■ユナイテッド・シネマ株式会社
 （単位：百万円）


（年度） 2017.2 2016.2 2014.12


営業総収入 22,637 24,960 5,773


営業利益 2,457 2,338 156


当期純利益（損失） 2,137 2,260 （112）


※2014年9月から連結対象


※  国策による小売業の再編で、華聯集団が百聯集団に吸収されたことに伴い、2008年12
月に華聯集団の全株式は百聯集団に譲渡されました。


重慶羅森便利店有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・重慶市は、人口約3,400万人（2015年ジェ


トロ調査）を抱える世界最大級の都市で、北京・上海・天津に次
ぐ中国4番目の直轄都市です。重慶市の経済成長率は、10年
連続で2桁成長（同調査）を続けており、中国の全国平均や上
海をはじめとした沿岸部の成長率を上回ります。成長著しい
中国の内陸都市において、コンビニエンスストアに対する潜
在需要が高まっています。
当社は、重慶市の招致を受けて、日本のコンビニエンスス


トアとして中国の内陸都市に初めて進出するため、2010年
4月に同社を設立し、7月に研修施設を備えた第1号店を出店
しました。その後順調に店舗網を拡大し、2017年2月末の店
舗数は136店舗となっています。


大連羅森便利店有限公司（連結子会社）
中華人民共和国・大連市は、人口約600万人（2015年ジェト


ロ調査）に及ぶ東北地方随一の港湾都市です。当社は、大連市
の招致を受けて、地元企業の大連亜恵快餐有限公司との合弁
会社として2011年9月に同社を設立し、11月に第1号店を出
店しました。当社の出資比率は98.3%です。また、2017年2


月末の店舗数は82店舗です。
なお、北京市につきましても、羅森（北京）有限公司（非連


結）を2013年5月に設立し、今期は新たに14店舗をオープン、
2017年2月末の店舗数が48店舗となっています。


（年度） 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12 2012.12


営業総収入 13,561 8,532 1,360 1,290 903


営業利益（損失） （555） （756） （646） （404） （574）


当期純利益（損失） （1,347）（1,100） （925）（1,568）（2,034）


※  2015年12月期からは、上海華聯羅森有限公司に、中国上海市及びその周辺地域の上海
楽松商貿有限公司、上海恭匯貿易有限公司、浙江羅森百貨有限公司3社の損益を合算し
ております。


■上海羅森便利有限公司 （単位：百万円）


（年度） 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12 2012.12


営業総収入 3,586 4,400 3,474 1,843 977


営業利益（損失） （452） （778） （904） （840） （671）


当期純利益（損失） （623） （973）（1,047） （833） （775）


■重慶羅森便利店有限公司 （単位：百万円）


（年度） 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12 2012.12


営業総収入 2,043 1,503 995 516 176


営業利益（損失） （183） （313） （313） （227） （163）


当期純利益（損失） （190） （345） （338） （211） （196）


■大連羅森便利店有限公司 （単位：百万円）


Saha Lawson Co., Ltd.（連結子会社）
タイ国におきましては、同社とタイ国消費財流通大手


SAHAグループなどとの合弁会社Saha Lawson, Co., Ltd.を
2012年11月に設立し、2013年3月にタイ国のバンコク市内
において、コンビニエンスストア「LAWSON 108」をオープン
しました。2017年2月末の店舗数は85店舗となっています。


（年度） 2016.12 2015.12 2014.12 2013.12


営業総収入 7,171 6,963 7,800 5,959


営業利益（損失） （305） （251） （655） （338）


当期純利益（損失） （396） （309） （831） （525）


※2013年1月から連結対象


■Saha Lawson Co., Ltd. （単位：百万円）


今後の見通しについて


当社は、2017年2月期からの3年間を当社の将来を左右す
る重要な節目と位置づけ、「マチの暮らしにとって、なくては
ならない存在」になることを目指して、「1000日全員実行プロ
ジェクト」を開始しました。初年度は、売上や営業利益などが
計画に届かなかったものの、品揃えを広げた日配食品や惣菜
などの売上が改善し、客単価も前年を上回って推移するなど、
手応えを感じることができた1年となりました。2018年2月
期についても、初年度で築いた基盤をもとに同プロジェクト
をさらに前進させてまいります。


中期経営ビジョンの策定
労働人口減少を受けた人手不足の深刻化や少子高齢化な


どの社会環境変化、コンビニエンスストア業界の再編、人工
知能や電子タグなど新しい技術の開発など、当社を取り巻く
環境はこの1年でも大きく変化しています。そうしたなか、
「1000日全員実行プロジェクト」を含めた今後5年間で当社
が目指すべき姿をまとめた中期経営ビジョンを策定しまし
た。
当社独自のローソン型次世代コンビニエンスストアモデ


ルを構築し、2021年度に連結営業利益1,000億円以上、国内
コンビニエンスストアの日販600千円、国内コンビニエンス
ストアの店舗数18,000店舗を目指してまいります。財務戦略
につきましては、事業モデル構築や成長投資のために必要な
資金として、銀行借入を活用しつつ、今後につきましても安定
配当による株主還元を行い、2021年度目標としてD/Eレシ
オ1倍以内、ROE15%以上を掲げています。


将来に向けた成長投資
2018年2月期は、中期経営ビジョンで掲げるビジネスモデ


ルの構築や、日販600千円の実現に向けた成長のための投資
が本格化していきます。店舗生産性の改善を狙ったタブレッ
ト型端末や新型POSレジの投入をはじめとする次世代シス
テムへの投資、お客さまの日常生活のより幅広いニーズにお
応えするための金融サービスやヘルスケアなど新規サービス
の準備や展開に関する経費負担、さらには他のチェーンとの
事業提携に伴う初期費用など、経費増を見込んでいます。


既存のコンビニエンスストア事業の強化
一方、これまで取り組んできたセミオート発注システム


や、生活支援強化のための品揃え拡充などを最大限活用し、ま
た強みであるカウンターファストフードやコア商品である弁
当などの強化を行うことで、2018年2月期は既存店売上高
前年比101%、総荒利益率31.7%を実現します。
さらに出店につきましては、株式会社セーブオン及び株式


会社スリーエフとの事業提携などを含めて1,400店をオー
プンし、900店の純増により、国内でのローソン店舗数を
14,000店にまで拡大させます。こうした国内コンビニエンス
ストア事業の強化に海外事業の損益改善も加え、既存のコン
ビニエンスストア事業において営業増益効果を見込んでいま
す。


2018年2月期の業績見通し
既存店日販や総荒利益率の向上の一方で、将来に向けた経


費増も織り込んだことから、2018年2月期の連結営業利益
は685億円と、前期比で52億円の減益（-7.1%）、連結当期純利
益は335億円と、前期比で29億円の減益（ -8.0%）となる見込
みです。
また、単体の営業利益は520億円と、前期比で54億円の減


益（ -9.4%）を、営業利益の連単差は165億円と、前期から1億
円の改善をそれぞれ計画しています。
子会社別には、14カ月決算からの反動減の影響が出る成


城石井や、新たに連結対象となる予定の銀行準備子会社など
が減益要因として見込まれる一方で、海外事業につきまして
は上海事業の黒字化などにより営業損失の縮小を見込んでい
ます。
また、キャッシュ・フローにつきましては、連結営業キャッ


シュ・フロー1,200億円を見込んでおり、出店増による新店投
資や次世代システム等の開発投資を含めた連結投資キャッ
シュ・フロー1,100億円を上回る計画となっています。
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連結貸借対照表
株式会社ローソン及び連結子会社
2017年2月28日現在


百万円 千米ドル※


資産の部 2017 2016 2017


流動資産：


　現金及び現金同等物  ¥ 67,692  ¥ 69,793  $ 601,386


　定期預金   423   4   3,758


　売上債権：


　　加盟店貸勘定   39,983   30,547   355,215


　　その他   78,364   67,736   696,198


　　貸倒引当金   （50）   （8）   （444）


　リース債権   12,336   5,906   109,595


　商品   18,131   17,977   161,079


　繰延税金資産   3,907   4,525   34,710


　その他   28,493   27,729   253,135


　　　流動資産合計   249,279   224,209   2,214,632


有形固定資産：


　土地   9,701   9,794   86,185


　建物及び構築物   347,086   331,133   3,083,564


　車輌運搬具及び工具器具備品   74,988   73,627   666,205


　リース資産   186,344   179,244   1,655,508


　その他   743   619   6,602


　　　　合計   618,862   594,417   5,498,064


　減価償却累計額   （294,351）   （291,655）   （2,615,059）


　　　　有形固有資産合計   324,511   302,762   2,883,005


投資その他の資産：


　投資有価証券   8,781   10,120   78,012


　関係会社に対する投資   14,151   15,600   125,720


　長期貸付金   44,495   40,886   395,300


　のれん   46,042   46,310   409,044


　ソフトウェア   37,568   26,377   333,760


　商標権   10,691   11,381   94,980


　差入保証金   95,594   92,495   849,271


　繰延税金資産   23,139   22,017   205,570


　その他の資産   13,295   11,915   118,116


　貸倒引当金   （968）   （860）   （8,600）


　　　投資その他の資産の合計 292,788 276,241   2,601,173


合計  ¥ 866,578  ¥ 803,212  $ 7,698,810


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2017年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=112.56円で換算しています。


百万円 千米ドル※


負債及び純資産の部 2017 2016 2017


流動負債：


　仕入債務：


　　買掛金  ¥ 110,835  ¥ 112,225  $ 984,675


　　加盟店借勘定   1,611   1,998   14,312


　　その他   59,546   59,407   529,016


　短期借入金   31,180   1,990   277,008


　1年内返済予定の長期借入金   28,588   24,473   253,980


　未払法人税等   9,877   8,501   87,749


　預り金   103,157   101,909   916,462


　その他   11,990   9,104   106,521


　　　流動負債合計   356,784   319,607   3,169,723


固定負債：


　退職給付に係る負債   13,084   12,187   116,240


　役員退職慰労引当金   332   413   2,950


　長期借入金   156,687   145,623   1,392,031


　資産除去債務   26,958   24,665   239,499


　繰延税金負債   958   　   8,511


　その他   25,779   27,720   229,024


　　　固定負債合計   223,798   210,608   1,988,255


純資産：


　資本金　授権株式数    409,300,000株／2017年及び2016年
　　　　　発行済株式数 100,300,00株／2017年及び2016年   58,507   58,507   519,785


　資本剰余金   49,084   47,697   436,070


　新株予約権   315   307   2,798


　利益剰余金   165,162   154,609   1,467,324


　自己株式－285,191株／2017年　301,897株／2016年   （1,211）   （1,280）   （10,759）


　その他の包括利益累計額：


　　その他有価証券評価差額金   274   801   2,434


　　土地再評価差額金   （619）   （566）   （5,499）


　　為替換算調整勘定   4,611   5,531   40,965


　　退職給付に係る調整累計額   （928）   （906）   （8,244）


　　　合計   275,195   264,700   2,444,874


　非支配株主持分   10,801   8,297   95,958


　　　純資産合計   285,996   272,997   2,540,832


合計  ¥ 866,578  ¥ 803,212  $ 7,698,810
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連結損益計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2017年2月28日に終了した連結会計年度


連結包括利益計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2017年2月28日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2017 2016 2017


営業総収入：


　加盟店からの収入  ¥ 275,312  ¥ 261,681  $ 2,445,913


　売上高   254,169   227,606   2,258,076


　その他   101,807   94,166   904,469


　　　営業総収入合計   631,288   583,453   5,608,458


営業費用：


　売上原価   174,255   155,949   1,548,108


　販売費及び一般管理費   383,261   354,962   3,404,948


　　　営業費用合計   557,516   510,911   4,953,056


　　　営業利益   73,772   72,542   655,402


その他収益（費用）：


　支払利息－純額   （1,103）   （1,072）   （9,799）


　受取補償金   524   646   4,655


　リース解約損   （1,275）   （1,953）   （11,327）


　持分法による投資利益   602   293   5,348


　固定資産売却損   （295）   （229）   （2,621）


　固定資産除却損   （3,554）   （4,342）   （31,574）


　減損損失   （9,535）   （10,542）   （84,710）


　デリバティブ評価益   409   3,634


　災害による損失   （772）   （6,859）


　その他－純額   （317）   59   （2,817）


　　　その他の費用－純額   （15,316）   （17,140）   （136,070）
     
税金等調整前当期純利益   58,456   55,402   519,332
  
法人税等：


　法人税、住民税及び事業税   18,929   19,234   168,168


　法人税等調整額   2,453   4,032   21,793


　　　法人税等合計   21,382   23,266   189,961
     
当期純利益   37,074   32,136   329,371
  
非支配株主に帰属する当期純利益   （674）   （755）   （5,988）
 
親会社株主に帰属する当期純利益  ¥ 36,400  ¥ 31,381  $ 323,383
 


円 米ドル※


 2017 2016 2017


1株当たり情報    


　当期純利益  ¥ 363.96  ¥ 313.82  $ 3.23


　潜在株式調整後当期純利益   363.71   313.57   3.23


　年間配当金   250.00   245.00   2.22


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2017年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=112.56円で換算しています。


百万円 千米ドル※


2017 2016 2017


当期純利益  ¥ 37,074  ¥ 32,136  $ 329,371


その他の包括利益：


　その他有価証券評価差額金   （527）   1,195   （4,682）


　土地再評価差額金   （53）   （471） 


　為替換算調整勘定   （929）   （16）   （8,253）


　退職給付に係る調整額   （22）   （387）   （195）


　　　その他の包括利益合計   （1,531）   792   （13,601）


包括利益  ¥ 35,543  ¥ 32,928  $ 315,770 


　 （内訳）


　親会社株主に係る包括利益  ¥ 34,879  ¥ 32,227  $ 309,871


　少数株主に係る包括利益   664   701   5,899


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2017年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=112.56円で換算しています。
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財務セクション


連結株主資本等変動計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2017年2月28日に終了した連結会計年度


千株／百万円


資本金


資本
剰余金


新株
予約権


利益
剰余金


自己株式 その他の包括利益累計額


合計
少数


株主持分 純資産合計株式数 金額 株式数 金額


その他
有価証券
評価差額金


土地再評価
差額金


為替換算
調整勘定


退職給付に
係る調整
累計額


2015年 3月 1日現在の残高   100,300  ¥ 58,507  ¥ 47,697  ¥ 223  ¥ 148,589   （301） ¥ （1,272） ¥ （394） ¥ （566） ¥ 5,493   ¥ （519） ¥ 257,758  ¥ 7,452  ¥ 265,210
　当期純利益 31,381   31,381   31,381
　期末配当金（1株当たり 110円）   （12,000)   （12,000）   （12,000）
　中間配当金（1株当たり 120円）   （12,250)   （12,250）   （12,250）
　持分法の適用範囲の変動   （1,111)   （1,111）   （1,111）
　新株予約権の行使（自己株式の交付）   0   （1）  （8）   （8）   （8）
　自己株式の処分     0   0   0   0
　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   84   1,195     38   ¥ （387）  930   845   1,775


2016年 2月 29日現在の残高   100,300   58,507   47,697   307   154,609   （302）  （1,280）  801   （566）  5,531   （906）  264,700   8,297   272,997


2016年 3月 1日現在の残高（会計方針の変更を反映した当期首残高）   100,300   58,507   47,697   307   154,609   （302）  （1,280）  801   （566）  5,531   （906）  264,700   8,297   272,997
　当期純利益   36,400   36,400   36,400
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動   1,387   1,387   1,387
　期末配当金（1株当たり 120円）   （12,250）   （12,250）   （12,250）
　中間配当金（1株当たり 122.5円）   （12,502）   （12,502）   （12,502）
　持分法の適用範囲の変動   （1,130）   （1,130）   （1,130）
　土地再評価差額金の取崩   52   52   52
　自己株式の取得   （1）  （3）   （3）   （3）
　新株予約権の行使（自己株式の交付）   （17） 17 72   55   55
　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   8   （527）  （53）  （920）  （22）  （1,514）  2,504   990


2017年 2月 28日現在の残高   100,300  ¥ 58,507  ¥ 49,084   ¥315  ¥ 165,162   （286） ¥ （1,211） ¥ 274  ¥ （619） ¥ 4,611  ¥ （928） ¥ 275,195  ¥ 10,801  ¥ 285,996


　　　千米ドル※


資本金
資本
剰余金


新株
予約権


利益
剰余金 自己株式


その他の包括利益累計額


合計
少数


株主持分 純資産合計


その他
有価証券
評価差額金


土地再評価
差額金


為替換算
調整勘定


退職給付に
係る調整
累計額


2016年 2月 29日現在の残高  $ 519,785  $ 423,747  $ 2,727  $ 1,373,570  $（11,372）  $  7,116  $  （5,028） $ 49,138  $  （8,049） $ 2,351,634  $ 73,712  $ 2,425,346 
　当期純利益   323,383   323,383   323,383
非支配株主との取引に係る親会社の持分変動   12,322   12,322   12,322
　期末配当金（1株当たり1.06米ドル）   （108,831）   （108,831）   （108,831）
　中間配当金（1株当たり1.08米ドル）   （111,070）   （111,070）   （111,070）
　持分法の適用範囲の変動   （10,039）   （10,039）   （10,039）
　土地再評価差額金の取崩   462   462   462
　自己株式の取得   （27）   （27）   （27）
　新株予約権の行使（自己株式の交付）   1   （151）  640   490   490
　株主資本以外の項目の期中変動額（純額）   71   （4,682）  （471）  （8,173）  （195）  （13,450）  22,246   8,796
2017年2月28日現在の残高  $ 519,785  $ 436,070  $ 2,798  $1,467,324   $（10,759）  $ 2,434  $ （5,499） $ 40,965  $ （8,244） $ 2,444,874  $ 95,958  $ 2,540,832 


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2017年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=112.56円で換算しています。
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財務セクション


連結キャッシュ・フロー計算書
株式会社ローソン及び連結子会社
2017年2月28日に終了した連結会計年度


百万円 千米ドル※


2017 2016 2017


営業活動によるキャッシュ・フロー：


　税金等調整前当期純利益  ¥ 58,456  ¥ 55,402  $ 519,332 


　調整：


　　法人税等の支払額   （18,204）   （23,984）   （161,727）


　　減価償却費   56,199   49,293   499,280


　　減損損失   9,535   10,542   84,710


　　固定資産除却損   3,554   4,342   31,574


　　資産及び負債の増減額：


　　　売上債権の増加額   （20,289）   （6,312）   （180,251）


　　　仕入債務の増加額   5,051   21,952   44,874


　　　預り金の増加額   1,244   （1,725）   11,052


　　　退職給付に係る負債及び役員退職慰労引当金の増加額   666   742   5,917


　その他（純額）   3,653   1,953   32,455


　　　　小計   41,409   56,803   367,884


　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー  ¥ 99,865  ¥ 112,205  $ 887,216 


 


投資活動によるキャッシュ・フロー：


　定期預金の預入による支出   （842）   （1,301）   （7,480）


　定期預金の払戻による収入   1,764   1,301   15,672


　有形固定資産取得による支出   （42,064）   （40,884）   （373,703）


　無形固定資産取得による支出   （18,892）   （15,609）   （167,839）


　長期貸付金増加額（純額）   （3,917）   （3,632）   （34,799）


　長期前払費用の取得による支出   （3,112）   （1,802）   （27,647）


　関係会社株式取得による支出   （1,805）   （3,362）   （16,036）


　その他（純額）   （7,360）   （5,170）   （65,839）


　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー   （76,228）   （68,657）   （677,221）


財務活動によるキャッシュ・フロー：


　短期借入金の純増減額   29,190   250   259,328


　長期借入金の返済による支出   （30,913）   （26,165）   （274,636）


　配当金支払額   （24,752）   （24,250）   （219,901）


　その他（純額）   837   （36）   7,437


　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー   （25,638）   （50,201）   （227,772）


現金及び現金同等物に係る換算差額   （436）   （453）   （3,874）


現金及び現金同等物の増減額   （2,437）   （7,106）   （21,651）


現金及び現金同等物の期首残高   69,793   76,755   620,052


連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額   336   144   2,985


現金及び現金同等物の期末残高  ¥ 67,692  ¥ 69,793  $ 601,386 


※ 米ドル金額は、読者の便宜のため、2017年2月28日現在の東京外国為替市場での円相場1米ドル=112.56円で換算しています。
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